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第1章 序論 
1.1 背景  
1.1.1 プラントの運転・運用と安全評価上の課題  
 高速炉プラントにおいて，短時間の異常時対応操作はどれ程の効果があるのか。
また，機器の故障によって設備の多重性が低下した場合，直ちに運転を止めるべ
きか，あるいは運転を継続して故障箇所を修理すべきか。これらの問いに対し，
高速炉プラントが有する特性は有利なものか，あるいは不利なのか。  
 一般に，原子力発電プラントの安全性は多重の安全機能を有する設備によって
成り立っている。これは一つの系統において安全機能が喪失したとしても，別の
系統，あるいは別の設備による同様な機能によって安全を確保し得るような多重
性，多様性及び冗長度を有する，いわゆる深層防護の思想を設計段階で盛り込む
ことにより達成されている。 
近年，これらの多重な安全機能の喪失が重畳することにより，過酷事故に至る
場合の事象の進展，すなわち事象シーケンスをフォールトツリー解析などのシス
テム解析手法による結果から得られる安全機能を有するシステムの非信頼度を用
いてイベントツリー解析によってその発生頻度を推定し，その結果から得られた
支配的な事象シーケンスを分析して大規模システムの相対的な脆弱性を摘出し，
この安全機能の喪失に対する設計変更，設備改良，喪失した機能の回復のための
運転操作手順の立案などの総合的な改善策が採られてきた。この評価手法を確率
論的安全評価(以下， Probabilistic Safety Assessment：PSAという)といい，その知
見の応用による総合的な改善策をアクシデントマネージメント (以下，  Accident 
Management：AMという)という。 
さらに保安規定などのプラント運用を定める規定類においては，例えば通常は
待機状態であり，かつ多重性を有するシステムのうち1系統の機能喪失が動作確認
試験等により確認された場合，つまり待機状態から除外されている状態において，
これを復旧するため原子炉の運転継続が許容される時間，すなわち許容待機除外
時間などを確率論的手法により評価した結果に基づいて変更することが検討され
ている。 
本研究は高速増殖原型炉もんじゅ(以下，「もんじゅ」という)を対象として，上
述のPSAによる炉心損傷発生頻度(以下， Core Damage Frequency：CDFという)を
数値的指標とし，PSAにより得られた知見に基づき，原子炉停止機能の回復のた
めの短時間の運転操作手順の有効性評価手法及び保安規定において定められてい
る許容待機除外時間の評価手法の開発及び課題を取り上げ，これを解決すること
を目的としたものである。  
「もんじゅ」において炉心の損傷を防止するためのAMとして整備されている異
常時操作手順は「もんじゅ」のPSAの知見を参考とし，基本的な安全機能に対し
て構築[1]された。ここでいう基本的な安全機能とは，原子炉停止機能，原子炉冷
却機能であり，原子炉冷却機能はさらに，原子炉容器液位確保機能，崩壊熱除去
機能の2つに分類されている。原子炉容器液位確保に失敗した場合，冷却材が原子
炉出口ノズル以下に低下することにより，冷却材の循環経路を喪失するため，原
子炉の冷却機能喪失に至る。 
これらの3つの安全機能が喪失した場合の回復手段として，異常時操作手順は，
それぞれ「反応度制御」，「原子炉液位確保」，「炉心冷却」の3つの手順により構成
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されている。ここでいう炉心冷却手順とは，原子炉容器液位が確保されている状
態で，崩壊熱の除去機能が喪失している場合の操作手順を意味する。これらの手
順のうち，「原子炉液位確保」，「炉心冷却」の２つは対象となる事象が発生してか
ら操作するまでの時間的な猶予が大きい。なぜなら，これらは原子炉の未臨界が
確保された上で崩壊熱による炉心の損傷を防止する操作手順であることから，事
象の進展そのものは緩慢であり，炉心損傷までに原子炉容器あるいは1次主冷却系
内の冷却材の熱容量に相当する猶予時間が見込めるからである。 
一方，反応度制御手順とは，原子炉が緊急停止するべき異常な過渡変化におい
て，緊急停止に失敗する事象(以下，Anticipated Trangent Without Scram：ATWSと
いう)を対象としている。この場合，核分裂反応が継続することから，発生する熱
出力が大きく，炉心冷却能力の喪失の程度に依存するものの，炉心損傷までの猶
予時間は短くなる。 
このため，実際には原子炉の緊急停止に失敗した場合に，回復手段である反応
度制御手順にはある程度期待できたしても，現状の評価手法を適用する限り，そ
の効果を適切に評価できない。  
これまで，PSAで用いる人的過誤率は経験的知識に基づいて推定されてきた。
例えばPSAにおける代表的な人的過誤率を評価する手法として，SwainとGuttmann 
によるTechnique for Human Error Rate Predictions：THERP[2]は一般によく用いられ
ているが，このTHERPにおいては10分以内の操作失敗確率は1と評価されているた
め，この手法に則る限り，反応度制御手順の様な猶予時間が短い操作にはほとん
ど期待できない結論となる。また，中井と可児[3]による報告では，ATWSのため
のリカバリー操作は，猶予時間が10分より短いことから，有効ではないとされた。  
では，実際に評価の対象である「もんじゅ」の運転員がこの操作手順の導入を
認知し，実行するまでに10分を要するだろうか。通常の中央制御盤には警報類な
どはほとんど点灯しておらず，平穏な状態が保たれている。しかし，原子炉が緊
急停止する程の過渡外乱が発生しても，この平穏は依然保たれ，運転員の認知を
大幅に遅らせるだろうか。これらの点を明らかにすれば，これまで10分以内の操
作に期待できないとした評価結果には排除すべき保守性が存在することを示すこ
とができると考えられる。  
次に「もんじゅ」の保安規定には運転上の制限 (以下，  Limiting Condition of 
Operation：LCOという)の逸脱時の対応として，原子炉運転中に待機状態の設備あ
るいは運転状態にあってもそのシステムの多重性から１系統の機能喪失が即座に
原子炉の自動停止に至らない設備・系統ごとに，その１系統の機能喪失を動作確
認試験によって確認した場合に要求される措置が定められている。また，この状
態は設備・系統の信頼性が低下した状態であることから，要求される措置を完了
すべき時間が制限されている。これを許容待機除外時間 (以下，Allowed Outage 
Time：AOTという)といい，この時間内は原子炉の運転を継続することが可能であ
る。 
このAOTを延長しようとする場合，PSAによる知見に基づいて検討が行われる。
米国において既に多くの実績を有する手法 [4]として条件付炉心損傷リスク増分
(以下，Incremental Conditional Core Damage Probability：ICCDPという)に基づく評
価がある。これは待機状態から1系統が除外された設備によっては，CDFを有意に
増大させるものがあり，この時の炉心損傷リスクの増分とAOTの関数によって表
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現されるICCDPを指標として評価するものである。  
ICCDPはAOTを変数とし，炉心損傷リスク増分を傾きとする１次関数で表され
ることから，AOTは短いほどICCDPは小さくなる特徴がある。しかしながら，保
安規定において要求される措置は，故障により待機除外状態にある設備・系統を
復旧することであり，この目的に照らすならば，AOTは許容できる範囲において，
長い方が復旧する確率は高くなる。  
高速炉のAOTの評価手法は既往の研究成果[5]によると，条件付炉心損傷確率(以
下，Conditional Core Damage Probability：CDPという)として設備復旧確率が考慮さ
れた関数で表現されることから，この手法を適用することにより，上述の復旧の
特性が評価できる。 
ICCDPによる評価は，AOTの延長を検討することを目的としている。このため，
単調増加の１次関数によって表現されているにも拘らず，短縮する努力は要求さ
れていない。これは現状のAOTはLCO逸脱時の要求される措置が完了するまでに
要する時間として適切であると評価されていることによる。  
Westing House がまとめた技術基準[6] (以下，Standard Technical Specification：
STSという)では，「完了時間は，要求された措置を実行するために必要な時間」と
され，さらにそれぞれのLCO逸脱事象が及ぼす影響を評価した上でこの完了時間
が延長できることが示されている。従って炉心損傷リスクの観点から評価されて
はいないものの，これらの完了時間には安全上の裕度があることを示唆している
と考えられる。  
ICCDPはAOTを変数とし，炉心損傷頻度の増加分すなわち⊿CDFを傾きとした
１次関数である。これは原点を通る直線で表現されることから明らかであるが，
例え1系統が機能喪失した状態すなわち⊿CDF に相当する量だけ炉心損傷リスク
が増加していたとしても，AOT=0ならば，ICCDP=0となる。これは1系統の機能喪
失という条件においても直ちに原子炉を停止させれば，炉心損傷リスクの増分は0
であるとみなしていると解釈できる。しかし，機能喪失した設備によっては，そ
の状態から原子炉を停止させたとしても，必ずしも炉心損傷リスク増分は0にはな
らない。なぜならば，原子炉停止後に崩壊熱除去などの機能を果たすべき設備・
系統などは原子炉停止を起因とする炉心損傷リスクの有意な増大を引き起こす様
な1系統の機能喪失が想定されるからである。従って，ICCDPは現状のAOTが炉心
損傷リスクの観点から妥当かどうかの指標には適用できない。  
上述の機能喪失した設備・系統の復旧はAOTが0であれば期待できない。しかし
ながら，その状態での原子炉停止に伴う炉心損傷リスクが有意に増大している場
合には設備の復旧を待つために逆にAOTを長くし，設備の復旧が完了した時点で
運転継続あるいは原子炉の停止を行った方がいい場合があると考えられる。上述
のICCDPによる評価ではこの観点が見落とされている。 
以上より，ICCDP及びCDPの異なる2つの指標による評価手法を適用し，「もん
じゅ」の場合の有意な炉心損傷リスク増大の要因を明かにすると，現状のAOTが
妥当かどうか，また，延長可能かどうかを評価できると考えられる。  
以上より，本研究の主旨は，次に示す2点である。  
1. 短い猶予時間内における原子炉トリップのためのAM操作(以下，単にAM操作
という)はどの程度有効かを示す目的のため，評価手法を開発すること。  
2. AOTが安全に対して裕度を持つことを示す目的のため，既存の評価手法を調
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査・適用し，評価結果からAOTを変更した場合の炉心損傷リスクの変動を評価
すること。 
上述の主旨にはそれぞれ明確なねらいがあり，これらについて以下に述べる。  
第1の主旨は10分程度の猶予時間における操作の有効性を評価することが目的
である。この目的において，これまで期待することが困難だった短時間の操作に
関して適正な評価を行うためには，操作を行う運転員の能力を評価する必要があ
る。この運転員の能力は訓練により維持・向上がなされていく。また，操作の難
易度によって成功する確率は影響を受ける。このため，本研究は現状整備されて
いる操作手順に対する運転員の能力が反映されるように評価手法を開発すること
を目標とする。このことにより，現在の実力に基づいたAM操作の有効性評価が可
能となること及び運転員が今後，訓練を重ね，操作手順に習熟し，対応する能力
を向上させた効果あるいは操作手順の何らかの変更或いは改善による影響を定量
的に評価することができる。もう一つの重要な評価要素である猶予時間について
も今後，「もんじゅ」の性能試験あるいはそれ以降の運転経験により得られるデー
タに基づいて実機の模擬性能の向上を評価に反映していくことが期待できる。  
第2の主旨は現状の運用で定めるAOTの安全裕度を評価することが目的である。
この評価には，AOTとして定められた時間及びこの時間を変数とした場合の炉心
損傷リスクの変化割合の2つの量がそれぞれどの様に安全裕度に寄与しているか
を分析する必要がある。この分析の結果，安全裕度を適切に維持した上で，AOT
を必要に応じて延長し，故障した系統の補修を行いながら運転を継続し，稼働率
の向上に資することができる。従って，これらの将来的な運用変更を行うための
知見の蓄積も視野に入れるものとする。  
この研究における目的は，1つは運転員に与えられた猶予時間が短い場合の対応
操作であっても，条件によっては有効であることを示すことである。この条件と
は，「もんじゅ」において運用されている操作手順の難易度，操作する制御盤の複
雑さ，運転員の熟練度，そして猶予時間であり，これらを考慮した評価手法を研
究する。 
もう1つの目的は，AOTが安全に対してどの程度裕度を有するかを明らかにし，
現状のAOTは妥当かどうかを評価することである。ここで妥当とは，炉心損傷リ
スクの変動が既往の評価手法における指標に基づいた判断基準を超えないこと及
び要求される措置によって炉心損傷リスクがさらに増大しないことである。  
本研究における目標，すなわち限定された条件における短い猶予時間内の対応
操作の信頼性を評価する手法は，「もんじゅ」にのみ適用できるものではなく，他
の発電プラントにおいても適用できるものである。従って，本研究によって得ら
れる運転員の情報，猶予時間の情報，プラントの挙動に関する情報を今後さらに，
収集・蓄積し，評価を続けていくことには価値がある。 
同様に，AOTに関しても，安全裕度の要因分析，炉心損傷リスクの変動挙動，
要求される措置の影響について評価する手法は，他の発電プラントにおいても適
用できる。その結果から得られた知見により，安全裕度に寄与する要因の把握及
びそれらの管理や改善につながる方策は同様に有用なものである。  
 
1.1.2 確率論的安全評価とその応用に関する現状  
PSAを実施することにより，原子力発電プラントの安全機能の相対的な脆弱性
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を定量的に見つけ出すことができる。その脆弱性への対策がAMである。この対策
が有効かどうかは，これを考慮したCDFを再計算し，対策を施す前との比較をす
ることで有効性を示すことができる。これがAM有効性評価の仕組みである。また，
プラントの安全機能を有する設備の多重性低下，あるいは機能の回復を解析の条
件として与えた場合の炉心損傷リスクの変動を指標とし，重要度を評価すること
がきる。この仕組みによってLCOが定められた設備の重要度を解析し，その設備
毎に定められているAOTを評価することができる。  
この様に確率論的アプローチを包括的に適用して原子力発電プラントの安全を
評価し，さらにこの評価を行うことで，安全性の総合的・体系的な分析が可能で
あることを示したのは，1975年に公表された米国のReactor Safety Study[7] (WASH
－1400)である。WASH－1400は，もともと損害賠償法であるプライス・アンダー
ソン法において原子炉の事故時の損害額の上限を定めることを目的とした。米国
原子炉規制委員会(USNRC)は当時，MITのラスムッセン教授よりこの報告を受けた
後，その成果と限界について評価することを目的にWASH－1400のレビューをカリ
フォルニア大学のルイス教授に依頼した。これが1978年にルイス報告 [8]として
NRCに提出され，WASH-1400における安全性検討の論理的枠組みが妥当であるこ
と，事故が進展する過程の相対的確率に関する情報を提供できることを評価する
一方，その絶対値としての確率算出過程において信頼性に欠ける不十分な点があ
り，無批判に絶対値を使用するべきではないと結論付けた。これを受け，NRCは
それまでの全面的にWASH-1400を支持する方針を撤回し，規制における評価手法
の一つの手段として扱うこととした。 
その後，1979年に発生したTMI事故[9]がWASH－1400における指摘であるリスク
評価上重要な事象シーケンスのひとつと極めて類似していたことから，この確率
論的リスク評価手法の本来有している特徴が再認識された。その特徴とは，上述
の安全性検討の論理的枠組みの妥当性，事故進展過程の相対的確率に関する情報
すなわち炉心損傷に支配的な寄与を与える事象シーケンスを見つけ出すことが出
来る点である。具体的には，WASH-1400では給水喪失を含む過渡変化から，加圧
器逃し弁開固着による冷却材の喪失によって炉心の損傷に至る事象シーケンスの
寄与が支配的と予測されていた。これはTMI事故で現実に起こった事象の進展そ
のものであった。  
その後，1991年に5つの代表的な原子力発電プラントを対象にシビアアクシデン
トのリスクを評価したNUREG-1150[10]が公開された。この研究は現存する原子力
発電プラントに固有の情報に基づいたPSA結果すなわち個別プラント評価と呼ば
れ，WASH-1400に取って代わる研究として進められた。このNUREG-1150のレビ
ューはルイス報告を取りまとめたメンバーでもあるKoutsを筆頭にApostolakisらに
よる委員会によって行われ，そのレビュー結果として，NUREG-1150は長年の原子
力発電プラントの運転経験及び理論的，実験的研究成果から得られたデータが用
いられ，今後のPSAの方向性を示すべき研究結果であるとされた。報告を受けた
NRCは今後，リスクに基づいた規制のプロセスを適用していく上での一つの転機
であるとしてこの研究結果を位置付けた。  
近年では原子力安全にかかわる様々な領域でPSAやそれに基づく評価から得ら
れる知見が着実に活用されるようになってきている。以下にその例を記す。  
国内では，平成４年に原子力安全委員会によるAM実施の奨励[11]を受け，経済
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産業省原子力安全・保安院の前身である通商産業省は電気事業者に対し，軽水型
原子力発電所の原子炉施設ごとにPSAを実施し，AMを整備することを要請[12]し
た。この要請に対し，電力事業者は順次，個別プラントのPSAを行い，その結果
から得られたAMを整備[13]した。国内の代表的な原子炉施設におけるAM整備前
後のPSA結果[14]を参照すると，平均で約４割程度のCDFの低減が見込まれる。  
また，同じく平成4年に定期安全レビュー(以下，  Periodic Safety Rebiew：PSR
という)を自主的に実施するよう，当時の通商産業省資源ネルギー庁は電気事業者
に要請[15]した。PSRは約10年ごとに最新の技術的知見に基づき各原子力発電所の
安全性等を総合的に再評価することを目的としている。PSRの基本的な実施項目は，
①運転経験の総合評価，②最新の技術の採用及び③確率論的安全評価である。  
その後，平成15年に上記①運転経験の総合評価及び②最新の技術の採用につい
ては保安規定の要求事項として義務化[16]されるが，③確率論的安全評価について
は従来どおり，自主保安活動として位置付けられている。平成14年度にPSRとして
報告[17]された最新の7つの原子力発電プラントのPSA結果を参照すると，平均で
約1×10-7／炉年程度のCDFである。 
これらの報告の中では，安全機能を有する設備や起因事象のCDFに対する重要
度も評価され，この結果はその後，平成20年に法制化された保全プログラムに基
づく保全活動[18]において，保全重要度，保全活動管理指標，保全の有効性などに
活用されることとなる。  
保全プログラムに基づく保全活動の中で炉心損傷リスクへの重要度として用い
られているのは，Fussell Vesely Importance及びRisk Achievment Worthである。前者
は対象とする安全機能を有する設備が故障しないと仮定した場合に炉心損傷リス
クがどの程度低減するかを示し，後者は対象とする設備が故障した場合に炉心損
傷リスクがどの程度増加するかを示す指標とされる。米国ではこれらの重要度に
基準値を設け，基準値以下の設備は重要度が低いと評価し，保全の周期を延ばす
等の保全計画に反映させている。  
一方，停止中の炉心損傷リスクについてもPSRの中で報告されており，PWR等
では運転中の炉心損傷リスクと比較して，ほぼ同等の結果となる報告例[19] [20] 
[21]もあり，無視できない要因として評価されている。これは1次主冷却系機器の
保全のため，通常より原子炉水位を低下させ，冷却材インベントリーが少ない状
態と崩壊熱除去機能の喪失が重畳することが支配的要因とされる。崩壊熱除去機
能を有する設備の保全活動を停止中に行わず，出力運転中に行うことにより，こ
の停止時の炉心損傷リスクを低減させることができる。また，出力運転中に崩壊
熱除去機能を有する設備の保全活動を行うことによる炉心損傷リスクの増加は停
止中の場合より相対的に小さいことから，総じて年間の平均炉心損傷リスクの低
減につながる場合があることがわかっており，これを動機とした運転中保全(以下， 
On-Line Maintenance：OLMという)の検討[22]が国内においても進められている。
OLMの採用により，定検工程の短縮が可能となり，稼働率の向上にも期待でき，
さらに定検時の作業の輻輳化を回避し，出力運転時と停止時の作業の平準化によ
る人的資源の効果的な活用による作業品質向上等の利点が期待されている。  
この様なOLMの導入にあたっては，その根拠を与えるPSAの品質が十分高い必
要があり，事業者同士のPSAピア・レビュー[23]等でこの品質をチェックする試み
が進められている。国内では初のPSAピア・レビューが平成21年にBWR-5プラン
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トを対象に実施[24]された。 
他方，実際に起こった事象の重要性とその改善策の効果をPSAにより評価した
例として，平成13 年11 月に中部電力浜岡原子力発電所1号機で発生した余熱除去
系蒸気凝縮系配管の破断[25]が挙げられる。これは余熱除去系蒸気凝縮系に発生し
た特有の物理的条件に基づいた配管破断を考慮したPSAを実施した結果から，有
意な炉心損傷リスクの増加を与えるかどうかを評価したものである。PSAでは炉
心の損傷に至る事象シーケンス解析の中で起因事象に関連する安全機能を有する
システムの非信頼度が評価される。この非信頼度を評価するためにモデル化され
たシステムの範囲内のある機器に故障等が生じた場合，その故障発生時の条件付
CDFを算出することで，炉心損傷リスクがどの程度増加するかを定量的に評価す
ることができる。  
浜岡原子力発電所1 号機で発生した余熱除去系蒸気凝縮系配管破断を考慮した
CDFは，約2倍程度に増加すると評価され，さらに再発防止対策を考慮したCDFは
この増加を相殺する効果があると評価された。また，再発防止対策前のCDF も含
め，国際原子力機関(IAEA)の設定する原子力プラントの安全目標[26]と比較しても
十分低い値であることから，配管破断の発生は有意な炉心損傷リスク要因ではな
いと評価された。  
この様に原子力発電プラントに発生した機器の故障等を対象にPSAを適用して
評価する手法として前兆事象[27] (以下， Accident Sequence Precursor：ASPという)
が検討されている。ASPは，発生した個々の故障事例がどの程度炉心損傷に近い
ものであったかを定量的に評価し，各事例の重要度付けを行うもので，その故障
事例が生じた上で，さらに別の故障が重なった場合を仮定し，条件付炉心損傷確
率を算出する。この条件付炉心損傷確率によって，発生した故障事例が炉心損傷
に至る可能性がどの程度かを定量的に評価する。重要度に応じてランク付けを行
うことで，評価対象となる故障事例を分類し，その安全上の特徴や，対象とする
プラントがどの程度炉心損傷に近い事象を起こしているかの年間の発生傾向等の
情報が得られる。  
 米国においては上述のNUREG-1150以降，リスクに基づいた規制 (以下，  Risk 
Informed Regulation：RIRという)の適用のための数多くの研究が行われた。1995年
にNRCは規制ガイドライン1.174[28] (以下， Regulatory Guide 1.174：R.G.1.174と
いう)で初めてCDFの変化が大きいか否かを判断する定量的な基準を示した。これ
以降，  RIRの導入が本格化していくこととなる。R.G.1.174では，CDFの増加，す
なわち⊿CDF及びベースラインCDFの関係を以下の様に定めている。  
 
図１－１ 炉心損傷頻度に対する許容基準  
 
図１－１において，縦軸は変更による⊿CDFを示し，横軸は変更前のベースライ
ンCDFを示す。例えばベースラインCDFが1×10-4／炉年以下の原子力発電プラント
には，1×10-5／炉年までの⊿CDFを伴う変更が許容されるが，ベースラインCDFが1
×10-4／炉年以上のプラントには1×10-6を超える変更は許容されない。  
NRCはこの様な基準を示す一方で，これらは厳密に規定すべき質のものではない
としている。図１－１において定義された領域を決める数値の意味は，一般的な容
認の指標としての概算値であり，さらにPSAに関連する知識の不完全さ，あるいは
不確実さの存在ゆえ，数値のみによる領域の決定は不適切であるとした。 
R.G.1.174による運用の変更例として，代表的なものに，非常用ディーゼル発電機
(以下， Emergency Diesel Generator：EDGという)の保守のためのAOT延長申請が挙
げられる。EDGは外部電源喪失時の原子炉停止後の崩壊熱除去機能のサポートシス
テムとして重要な設備である。原子力発電プラントにおいて，原子炉運転中のEDG
は待機状態にあり，複数の系統から成る多重性を有する設計がなされている。この
多重な系統構成の1系統が待機状態を除外された場合の炉心損傷リスクの増大を解
析によって評価し，上述の⊿CDF及びICCDPの基準に照らし，AOT延長の申請が認
められている。これはOLMの例に示した，運転中と比較して停止中の崩壊熱除去機
能喪失による炉心損傷リスクが高い場合があることと矛盾しない。米国の事業者は
定性的にこの特徴を説明し，定量的な⊿CDF及びICCDPの解析結果の両面による説
明を行い，これが受け入れられている。  
次に保全に関する例を挙げる。米国では原子力発電プラントにおける供用期間中
試験及び検査はASME Section XI[29]で示される維持基準のための規格に基づいて定
められ，ポンプ，弁類などに対する機能の確認を供用期間中試験(以下， In Service 
Testing：ISTという)，配管類の溶接部への非破壊検査など構造強度の確認を供用期
間中検査(以下， In Service Inspection：ISIという)と区別される。これらの試験・検
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査項目は膨大なため，合理的な規模に収めるためにリスク情報に基づいたIST及び
ISI項目の選定，すなわちRisk Informed IST/ISI[30] [31]が行われている。  
上述のEDG におけるAOT延長と異なる点は，試験あるいは検査による信頼性の向
上とCDFの関係を明らかにする必要があったことである。例えばPSAでは，配管破
損などの静的機器の非信頼度を解析する上で，設備・系統の機能喪失に至る破損の
みが考慮されている。このため，検査箇所に該当する配管部位が全てモデル化され
ているわけではない。従って，解析上モデル化されていない配管の信頼性が低下し
た場合の影響は解析結果に現れない。また，モデル化されている配管であっても，
その破損頻度がISIによってどの程度変化し得るかについても明らかではない。これ
らの問題はASME及びWestinghouse Owners Groupによる手法[32]では，評価対象部位
の配管破損により，この近傍にある弁あるいはポンプの機能喪失が生じると見なし，
PSAにおいてモデル化されている機器の機能喪失に置き換えて解析されている。関
連する研究例として，Dimitrijevicらによる試験及び検査による故障率の変化を時間
及び試験依存故障率モデルとして評価する手法[33]が提案されている。  
この様にして計算された条件付のCDFは非常に小さい変動にとどまるため，この
様な研究結果及び過去の経験などから，NRCと電気事業者はISIの検査項目とPSAに
おける配管の信頼性は大きく関連するものではないと評価した。 
これらはRIRの成功例と言えるが，PSAによって得られる情報に基づいた規制に係
る評価には限界もある。Davis Besse発電所の原子炉容器上蓋の劣化事象[34]は2002
年に制御棒駆動機構ノズル部のクラック検査を実施した際に発見されたが，その事
象自体がPSA上のモデルとして除外されていたものであった。しかし，事業者は事
前にこの検査をNRCが指示した時期より３ヶ月遅らせたいと要請し，その場合の影
響を炉心損傷リスクの変動として評価した説明が行われ，NRCはこれを承認した。 
この承認の理由は，PSAにおいては制御棒駆動部ノズルのクラックによる小中規
模の冷却材喪失としてのみ扱われたことから，上述のクラック検査を遅らせたこと
による炉心損傷リスクの増大は小さいと評価されたからであった。しかし，その後，
制御棒駆動部ノズルの検査を行ったところ，原子炉容器上蓋に著しい減耗が発見さ
れ，これが当該ノズル部から漏出した１次冷却材中のホウ酸による腐食であること
が判った。これは制御棒駆動部ノズルのクラックによる直接的な影響は小中規模の
冷却材喪失であるが，漏出した冷却水による腐食に伴う間接的な影響として long 
term trendとしてバウンダリー機能の劣化事象が発生したことになる。  
この様な2次的な作用による影響が事例として発見され，要因が分析された結果か
ら，検査対象事象との因果関係が明らかになる以前にPSA上でモデル化がなされる
ことはなく，従って未知の因果関係による現象について評価することはできない。
これはPSAに限ったことではなく，決定論的なアプローチにおいても同様であると
考えられ，あらかじめ評価対象とする現象あるいは事象の進展を仮定する
hypothetical scenarioに基づく評価手法における限界とも言える。  
 
1.1.3 高速炉プラントのPSAの概要と課題  
「もんじゅ」においてPSAが実施されたのは1982年からであり，設計段階から
CDFを低減させる方策を盛り込んだ設計変更を行ってきている。建設が完了した
1991年にこの研究はまとめられ，その後2007年にはAMの有効性評価のための解析
モデルの見直しが行われた。「もんじゅ」におけるPSAの特徴は以下のとおりであ
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る。 
PSAでは事象シーケンスの展開の起点となる起因事象の選定を行う。起因事象
とは，原子炉施設の通常運転を阻害し，工学的安全施設等の作動が必要となる故
障又は運転員誤操作に起因する外乱であり，原子炉が緊急停止する事象などがこ
れに含まれる。「もんじゅ」のPSAにおける例を挙げると，制御棒の誤引き抜き事
象や1次・2次冷却系の冷却材漏えい事象，流量減少事象などである。潜在的な起
因事象を系統的に漏れなく摘出するため，Master Logic Diagram(以下， MLDとい
う)手法を用いて，原因となる物理パラメータの異常な変動を論理的に摘出した。
MLD手法は頂上事象を原子炉停止などの評価対象とする事象に定め，その原因と
なる要因を展開していくもので，フォールトツリーと同様な演繹的なアプローチ
による手法である。「もんじゅ」におけるMLD手法は頂上事象を「放射性物質の環
境への放出」とし，その要因となる設備及びその運転状態すなわち物理パラメー
タの変動として展開されている。MLD手法で摘出された具体的な事象に加え，設
置許可申請書等のプラント設計情報，安全解析結果，海外のFBR及びPWR等の先
行炉におけるリスク解析結果を参考に起因事象を選定した。  
次に，起因事象発生時に作動が期待される安全機能及び運転員操作などの成功
基準を設定する。成功基準とは起因事象が発生した場合に安全機能が達成される
ために必要な最低限の設備・系統の作動基数などの条件である。この成功基準の
設定にあたっては，設計で定められた作動条件だけでなく，安全機能が期待でき
る他の設備・系統の作動も考慮し，実際の能力が考慮されるよう評価した。この
際に「もんじゅ」の性能試験を予測するために整備したプラント動特性解析コー
ドによる解析評価を行っている。  
こうして得られた起因事象及び成功基準に基づいて，個々の起因事象毎にイベ
ントツリーを作成した。イベントツリーの各要素，すなわちヘディングに対して
フォールトツリー等により対象となるシステムの失敗要因を論理的に記述し，非
信頼度の解析モデルを構築した。この中で機器間の従属故障及び人間信頼性の解
析を行うとともに必要なデータを収集してパラメータを推定した。こうして構築
したイベントツリー及びフォールトツリーに基づき，事象シーケンスを導出し，
炉心損傷に至らしめる故障や運転員の誤操作等の基事象の最小の組み合わせを求
め，起因事象発生頻度及び基事象発生確率を与えて事象シーケンスの発生頻度を
計算し，集計することによりCDFを算定した。 
定量化された事象シーケンスは，その発生頻度が有意なものについて，上述の
基本的な３つの安全機能に着目して，以下の10のカテゴリーに分類された。括弧
内は各カテゴリーに含まれる事象シーケンスの例である。  
･原子炉停止機能喪失 
(1)原子炉トリップしゃ断器による制御棒保持電源しゃ断失敗(例：起因事象発生
時に原子炉トリップに失敗するシーケンス) 
(2)スクラム機構による制御棒挿入失敗(例：起因事象発生時に制御棒挿入に失敗
するシーケンス) 
･原子炉容器液位確保機能喪失 
(3)１次主冷却系循環ポンプトリップ失敗(例：1次主冷却系での漏えい時に1次主
冷却系循環ポンプのトリップに失敗し，原子炉容器液位確保に失敗するシー
ケンス) 
 17
(4)原子炉カバーガス供給停止失敗(例：1次主冷却系での漏えい時に原子炉カバ
ーガスの供給が継続し，原子炉容器液位確保に失敗するシーケンス) 
(5)１次ナトリウムの原子炉容器への汲み上げ失敗(例：1次主冷却系での漏えい
時にオーバフロー系汲み上げポンプの起動に失敗し，原子炉容器液位確保に
失敗するシーケンス) 
(6)漏えい箇所の隔離失敗(例：1次主冷却系での漏えい時に漏えいした冷却ルー
プの隔離に失敗し，原子炉容器液位確保に失敗するシーケンス) 
(7)ガードベッセル健全性喪失(例：1次主冷却系での漏えい時に漏えいした冷却
ループのガードベッセルが破損し，原子炉容器液位確保に失敗するシーケン
ス) 
(8)起因事象とは別の1次主冷却系SsLより低所でのナトリウム漏えい(例：1次主
冷却系での漏えい後に崩壊熱除去運転中に2箇所目の漏えいにより，原子炉
容器液位確保に失敗するシーケンス) 
･崩壊熱除去機能喪失 
(9)非常用電源確立時の補助冷却設備による強制循環モードでの崩壊熱除去失敗
(例：起因事象発生後の原子炉停止後に強制循環モードでの崩壊熱除去に失敗
するシーケンス) 
(10)非常用電源喪失時の補助冷却設備による自然循環モードでの崩壊熱除去失
敗(例：起因事象発生後の原子炉停止後に自然循環モードでの崩壊熱除去に失
敗するシーケンス) 
これらの結果から考察できるのは，原子炉停止機能が喪失する場合においては，
原子炉トリップ信号の発信に失敗する確率は相対的に低く，(1)に示す原子炉トリ
ップ信号発信に成功した後の原子炉トリップしゃ断器による制御棒保持電源しゃ
断失敗，さらに(2)に示す原子炉トリップしゃ断器の作動に成功した後のスクラム
機構による制御棒挿入に失敗する事象シーケンスに分類できることである。これ
は運転員の事象認知に関する有益な洞察を与え得る。  
また，原子炉容器液位確保機能の喪失は漏えい量を増大させる機能の停止に失
敗した場合，漏えいを抑制する機能の喪失の２つに大きく分けることが出来る。
漏えい量を増大させる機能の停止に失敗した場合とは，すなわち(3)に示す主循環
ポンプの吐出圧による冷却材の汲み出しを止めることが出来ない場合，あるいは
(4)に示す原子炉カバーガスの加圧による冷却材の系統外への溢流による漏えい量
の増大を止めることが出来ない場合である。  
漏えいを抑制する機能の喪失とは，(6)に示す漏えい箇所の隔離失敗だけでなく，
漏えいを抑制するための設計として，多重化された冷却材バウンダリー機能の喪
失を含む。すなわち(7)に示すガードベッセルの健全性が喪失すると，ガードベッ
セル外への冷却材漏えいを抑制出来ないことから，原子炉容器液位確保機能の喪
失に至る。 (8)に示す起因事象とは別の1次主冷却系SsLより低所でのナトリウム漏
えいは起因事象において冷却材の漏えいが発生し，ガードベッセルによる漏えい
が抑制された状態で２箇所目の漏えいが発生する事象であり，これも同様に漏え
いを抑制する機能の喪失に含まれる。この場合，１箇所目の漏えいがガードベッ
セルにより抑制された状態では，原子炉容器液位はガードベッセル上端であるシ
ステムレベル(以下， System sodium Level：SsLという)にて静定するが，この状態
においてSsLより低所での２箇所目の漏えいが発生した場合，漏えい箇所の隔離が
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行われない限り，原子炉容器液位確保機能の喪失に至る。これは，複数のガード
ベッセルへの冷却材漏えいが発生した場合，原子炉容器出口ノズル以下にまで液
位が低下するためである。  
また，(5)に示す1次ナトリウムの原子炉容器への汲み上げ失敗は上記の２つの機
能のどちらにも該当せず，漏えい後に原子炉容器液位が静定した後の降温時にナ
トリウムの体積収縮を補填する機能である汲み上げ機能の喪失による原子炉容器
液位の喪失である。この様に冷却材の漏えいによる原子炉容器液位喪失に至る重
要な事象シーケンスには，液体金属冷却型高速炉プラントの特徴によるものが摘
出されている。その特徴とは，冷却材注入機能が無いことから，系統内に冷却材
を保有する手段に失敗すると原子炉容器液位喪失により冷却機能が失われること
及び高温の冷却材の温度降下に伴う体積収縮の影響が有意であることである。  
さらに崩壊熱除去機能が喪失する場合は，強制循環モードか自然循環モードに
大きく分けることができる。この場合，非常用電源喪失時には自然循環モードし
か期待できないが，非常用電源が確立されている場合は強制循環モードでの崩壊
熱除去に失敗した後，自然循環モードに移行することができ，両方のモードに期
待できる。この様に，非常用電源喪失の有無によって，その後の事象の進展が異
なることから，(9)に示す非常用電源確立時の補助冷却設備による強制循環モード
での崩壊熱除去失敗と(10)に示す非常用電源喪失時の補助冷却設備による自然循
環モードでの崩壊熱除去失敗に分類される。  
「もんじゅ」を対象としたPSAにおいては，評価する上で十分な情報が得られ
ない場合においては，工学的な判断に基づいた仮定を行っている。一般に，PSA
においては明らかではない，あるいは十分な情報が得られない場合，工学的判断
による評価上の仮定や，確率の付与などにおいては保守的な仮定が適用される。
しかしながら，この保守的な仮定が増えるほど，評価すべき対象の失敗確率の値
は増大することとなり，この様な評価を行った場合，プラントシステムの相対的
な脆弱性を見つけることは困難になり，PSAそのものの品質を悪化させることと
なる。換言すれば，評価を実施する上で最も確からしい確率を得るにはそれを裏
付ける技術的根拠が必要とされ，この技術的根拠が十分であれば，品質の高いPSA
であると言える。  
原子炉停止機能の喪失による炉心損傷事象について例を挙げると，「もんじゅ」
の冷却系は３系統であるが，１系統の主循環ポンプが停止した場合，他の２系統
による冷却材流量が確保されていれば，ただちに炉心が損傷することはない。た
だし，この場合，主循環ポンプが停止した１系統の逆止弁が閉鎖しなければ，他
の２系統からの冷却材がこの停止した１系統へ流れ込み，炉心をバイパスするた
め，炉心部における冷却材流量を確保できない。これまでは，この逆止弁の閉鎖
に必ず失敗するものと保守的に仮定し，１系統の主循環ポンプの停止時に原子炉
停止に失敗した場合，炉心損傷に至ると評価されていた。  
従って，この様な保守性を排除し，過大評価されていた機能喪失確率を最も確
からしい評価とすることにより，PSAの品質を高めることが出来る。  
PSAにおける評価の不確かさは上述のような仮定によるもの以外に，起因事象
及び基事象の発生をそれぞれ，頻度及び確率値として与える過程でも生じる。こ
の不確かさは，例えば機器故障率を推定する上で，対象とする原子力発電プラン
ト及び類似のプラントの故障件数に対する統計的な不確かさ等が該当する。例え
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ば時間当たりの機器故障率の信頼区間の推定には，その確率分布がポアソン分布
に従うと仮定し，90％信頼区間を評価する手法が良く用いられる。これらの不確
かさはイベントツリー及びフォールトツリー解析の結果へ伝播される。上述のと
おり，PSAの手法を用いて，安全性を向上させる方策などの効果を体系的かつ定
量的に評価することができるが，その解析結果には不確かさが含まれることに配
慮すべきである。  
 
1.2 本研究の目的  
1.2.1 研究目的 
1.1節で述べたことを背景とし，本論文はPSAの手法を適用し，原子炉トリップ
に失敗した場合のAMである異常時対応操作を対象とし，どの程度の安全性向上に
期待出来るか，あるいはPSAでモデル化されている設備を対象に，LCO逸脱時の安
全性はどう変化しているかを評価する手法を開発し，評価結果をまとめたもので
ある。 
原子炉トリップに失敗した場合のAMである異常時対応操作については，その猶
予時間がどの程度かを推定するため，プラント動特性解析による事象のシミュレ
ーションを行い，その結果得られた猶予時間に依存する操作失敗確率(以下， Time 
Reliability Correlation：TRCという)の推定を行った。TRCの推定は，「もんじゅ」
の運転員による「反応度制御」手順を対象としたシミュレータ訓練の記録より，
猶予時間と操作完了時間が猶予時間を超過する確率として算出した。  
また，PSAでモデル化されているLCOの対象となる設備の1系統の故障時の原子
炉運転継続，停止を条件とするCDFを解析した結果から，LCO逸脱時のCDFの変
動を明らかにし，現状のAOTあるいは要求される措置について評価した。  
本論文はこれら2つの研究テーマにおいて，以下のような問題点とそれに対する
仮定を置いている。 
(1) 問題点：10分以内の操作には期待できない。  
仮定：運転員が認知できるなら，期待できる。 
(2) 問題点：AOTは短い方がより安全である。 
仮定：当該設備の復旧に期待すると，長い方が安全な場合がある。  
これらの問題点がそれぞれに立てられた仮定に沿って解決されるならば，高速
炉プラントの安全上の特性と運転・運用の特徴との関係を明らかに出来，実用化
に資することができる。  
 
1.2.2 仮定の妥当性 
1.2.1節において2つの問題に対し，それぞれに仮定したことの背景を述べる。  
運転員がAM操作の導入を認知するためには，AM導入のための条件が明確であ
る必要がある。この導入条件は，例えば，「原子炉トリップ設定値を逸脱したプラ
ント状態に至っても、原子炉トリップしゃ断器の全てが開放しない場合」などの
ように明確な記述がAM操作手順書になされており，導入の認知を躊躇させるよう
な要因はない。  
次にこれらの導入条件であるプラントシステムのプロセス量の変化を知らせる
中央制御盤の警報類は，原子炉トリップ信号などの重要な表示は赤色に色分けさ
れているのみならず，警報の吹鳴を伴う。さらに，事象が緩慢で原子炉トリップ
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に至るまでの時間が長い場合，原子炉トリップ設定値に到達する前の兆候の段階
で警報が発報し，監視強化を促す仕組みになっている。これらの制御盤上の表示
及び監視機能が全て故障し，通常運転中の原子炉が緊急停止する程の過渡外乱が
発生しても，中央制御室が平穏に保たれるとの仮定は現実的ではない。従ってこ
れらの条件下での運転員の認知及び操作にどの程度期待できるかが示されるなら
ば，短時間のAM操作には期待できると考えられる。  
次にAOTが定められる常用あるいは非常用の設備・系統において，1系統の機能
喪失による待機状態の除外に至った場合，原子炉の安全機能のうちのどの機能を
低下させているか，原子炉の運転から停止に至るプロセスのどの段階での脆弱性
の要因になっているかを考慮すべきである。これは機能喪失した設備によっては，
その状態から原子炉を停止させたことによって，炉心損傷リスクの有意な増大が
引き起こされる場合があるからである。例えば，「もんじゅ」では崩壊熱除去機能
と通常運転時の除熱機能はそれぞれ異なるシステムによりその機能が果たされて
おり，崩壊熱除去機能の低下は直接の運転阻害要因にはならない。しかしながら，
この状態での原子炉の停止は崩壊熱除去機能が必要とされるプラント状態へ移行
することとなる。換言すれば起因事象を発生させることになり，従って機能低下
の影響を顕在化させることになる。この時の炉心損傷リスクと，機能低下した設
備・系統を復旧させるため，運転継続している時の炉心損傷リスクはそれぞれ定
量的に扱うことが出来ることから，その大小関係に考慮した評価が可能と考えら
れる。 
以上より，取り扱うことが可能な情報すなわち運転員の対応能力を示す操作失
敗確率等の情報や，設備・系統の機能喪失時に発生する炉心損傷リスクの変動に
関する情報が得られれば1.2.1節に示す問題は解決できることから，これらの仮定
は妥当であると考えられる。 
 
1.3 本論文の構成  
本論文の構成は以下に示すとおりである。  
第1章 序論では，本研究の背景を概説し，本研究に至った経緯と目的を示した。  
第2章 原子炉自動トリップ頻度評価及びATWS発生頻度評価では，本論文の導入と
しての研究結果を概説する。原子炉自動トリップ頻度評価ではフォールトツリー解
析手法に基づいた運転信頼性評価として「もんじゅ」の熱輸送系である1次主冷却系，
2次主冷却系，水・蒸気系に加え，安全保護系，プラント制御設備を対象に原子炉自
動トリップに至る要因とその発生頻度の評価を行った。また，ATWS発生頻度評価
では，従来の保守的な仮定がなされた事象シーケンスを対象にプラント動特性解析
を行い，より確からしい発生頻度評価を行った。これらの評価手法及び結果を解説
する。 
第3章 原子炉トリップのためのアクシデントマネージメント操作の有効性評価で
は，第2章の研究結果を基礎とし，整備されたAM操作手順の有効性を評価する手法
として，プラント動特性解析による猶予時間の推定，シミュレータ訓練データに基
づいたTRCの推定を行った。これらの研究結果から，AM操作手順をイベントツリー
で表現し，その分岐確率を付与し，AM操作手順の有効性を評価した。これらの評価
手法及び結果について解説する。  
第4章 保安規定における許容待機除外時間の妥当性評価では，保安規定で定められ
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たLCO対象設備のうち，PSAでモデル化されている設備を対象に，既存の評価手法
に基づいてAOTを変更した場合のCDFの変動を評価した。これらの評価結果及び得
られた知見について解説する。  
第5章 結論では，本研究で得られた結論について述べる。  
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第2章 原子炉トリップ頻度評価及びATWS発生頻度評価  
2.1 緒言  
 原子炉自動トリップの発生頻度を推定し，その支配的な要因を分析し，運転・保
守方法へ反映させることは，運転信頼性の向上のために有効である。1995年，性能
試験中に「もんじゅ」で発生した原子炉自動トリップは，水・蒸気系に起因するも
のであった。これは，給水流量制御系の不備が原因であった。このトラブルの後，
水・蒸気系の特有な設備を対象にフォールトツリー解析手法に基づいて原子炉自動
トリップの発生頻度を推定し，水・蒸気系の他の要因も含めた包括的な評価が行わ
れた。 
また，同じく1995年に発生した2次主冷却系ナトリウム漏えいにより，2次主冷却
系設備の改造が行われた。これに先立ち，2次主冷却系を対象としたフォールトツリ
ー上で，この設備改造による有意な原子炉トリップの発生頻度の増大がないことを
検証した。その後，水・蒸気系，2次主冷却系に加え，プラント全体の系統内要因に
よる原子炉自動トリップの発生頻度を推定する目的で，1次主冷却系，安全保護系及
びプラント制御設備を対象にフォールトツリーを作成し，相対的に高い寄与を示す
機器故障の推定を行った[35]。これらの評価手法及び結果について2.2節に解説する。 
さらに，1991年にまとめられた「もんじゅ」PSAのうち，原子炉トリップ失敗事
象であるATWS事象の発生頻度の評価結果を再評価した。この中で保守的な仮定が
なされていた事象シーケンスについてプラント動特性解析手法及びイベントツリー
解析手法により適切な発生頻度の推定を行った[36]。これらについては2.3節に解説
する。本論文ではこれら2つの研究結果が基礎となり，第3章へ展開されている。  
 
2.2 原子炉自動トリップ頻度評価  
2.2.1 評価手法の概要  
 フォールトツリー解析手法は評価対象事象を頂上事象として，これが発生する要
因を展開していく演繹的なアプローチであり，原子力発電プラントの様な大規模シ
ステムについての信頼性を解析する上で適している。  
一般に，原子力発電プラントの運転が阻害される要因を特定する目的でフォール
トツリー解析を行う場合，設備構成及びその機能に着目し，フォールトツリーモデ
ルを構築していく。 
本研究で対象とした設備は1次主冷却系，2次主冷却系，水・蒸気系，安全保護系，
プラント制御設備である。これらを対象に下記に示す共通の条件でフォールトツリ
ー解析を行った。  
1） 動的機器(ポンプ，電動弁等)および電気部品の故障を対象とし，静的機器の
故障，手動弁の故障，漏えい(伝熱管破損，主配管からの冷却材漏えい等)は
対象としない。これは，静的機器の機器故障率が動的機器に比べて相対的に
小さいことによる。 
2） ２重故障による原子炉トリップ発生までを対象とした。 
3） プラント状態は，定格出力１００％で運転中とし，使命時間は一年間(8760
ｈ)とした。 
4） 内部流体の漏えい，ヒューマンエラー，共通原因故障は考慮しない。  
5） 機器故障率データは高速炉機器データベースCORDS[37] [38]及び国内軽水炉
機器データベースNSRA(原安協平成9年版) [39]を使用した。 
「もんじゅ」における原子炉自動トリップ信号を表２－１に示す。これらの信号
のうち，地震加速度大及び常用母線電圧低は系統外要因のため，考慮しない。また，
プラント起動時に発生する線源領域中性子束高，広域中性子束高低設定，出力領域
中性子束高低設定は本評価においては定格出力運転時を対象としているため考慮し
ない。 
 
表２－１ 「もんじゅ」の原子炉自動トリップ信号  
Reactor trip signal
Source range neutron flux high
R/V sodium level low
Sodium temperature high at R/V outlet
Sodium temperature high at IHX outlet
Power range neutron flux variation high
Wide range neutron flux high
Power range neutron flux high
PHTS pump rpm low
PHTS pump rpm high
PHTS flow rate low
SHTS pump rpm low
SHTS flow rate low
Sodium temperature high at EV outlet
Turbine trip
Electric bus voltage low
Manual trip
Fuel failure detection
CV isolation
Earthquake acceleration
large
Horizontal acceleration
Vertical acceleration
 
 
図２－１に「もんじゅ」の冷却系の概略系統図を示す。原子炉を直接冷却する１
次主冷却系(以下， Primary Heat Transport System：PHTSという)と熱交換を行う中間
熱交換器(以下， Intermediate Heat eXchanger：IHXという)を介し，２次主冷却系(以
下， Secondary Heat Transport System：SHTSという)に熱輸送を行う。これらの冷却
ループは独立な３ループ構成であり，それぞれの冷却ループに蒸気発生器(以下， 
Evaporator：EVという)，過熱器(以下，  Super Heater：SHという)を有する。水・蒸
気系(以下， Water and Steam System：WSSという)は３ループのEV，SHにそれぞれ
給水を供給し，主給水ポンプは２台設置されている。フォールトツリー解析の対象
とした設備範囲は「もんじゅ」に特有な設計がなされたシステムに限定しているこ
とから，タービン発電機を除く点線で囲まれた部分である。なお，フォールトツリ
ーを構築していないタービン発電機のトリップ頻度については，本評価では国内軽
水炉の運転経験から発生頻度[40]を推定した。  
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図２－１ 「もんじゅ」の主冷却系統概要図  
 
次にPHTSの機能を以下に記す。  
①冷却材流量の確保機能  
原子炉で発生した熱を冷却材である液体金属ナトリウムでSHTSに輸送する。その
ため，冷却材の流量確保が必要である。  
②冷却材流路の形成機能  
原子炉からSHTSまでの冷却材流路の形成が必要である。 
③冷却材液位の維持機能  
冷却材循環経路を維持するために，冷却材液位が適正に保たれる必要がある。  
④ 熱交換，除熱機能 
 SHTSとの熱交換のために設置されているIHXは静的機器であり，考慮しない。 
⑤ 動的機器の維持機能  
 冷却材を循環させるため，１次主循環ポンプの正常動作が必要となる。 
⑥ システムの保護機能  
プラント運転中の異常な過渡変化に対処するためのシステムの保護機能を有する。
フォールトツリー解析ではPHTSに起因する保護機能の誤動作による原子炉自動ト
リップを考慮する。 
以上のPHTSの機能から，図２－２に示す中間事象を抽出し，各中間事象を発生さ
せる設備・系統を割り当て，さらにはその設備・系統を構成する機器の故障にまで
展開する手法により，フォールトツリーを構築した。  
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図２－２ PHTS主要系統に係る中間事象  
 
この様に構築したフォールトツリーにおいて，多重性を有する設備・系統の２重
故障を解析する上では，１系統の修理時間を考慮する必要がある。PHTSの機器はナ
トリウム漏えい時の燃焼を抑制するために窒素雰囲気内に設置されているものがあ
る。この様な機器の修理には，設置されている機器室の空気置換を行う必要がある。
このため，修理時間は雰囲気によって異なるため，以下を仮定した。  
①故障の発生は速やかに検知でき，直ちに故障の修理にに取り掛かるものとする。 
②窒素セル内の機器の修理時間を４ヶ月(2880h)とする。 
③窒素セル外の機器の修理時間を１週間(168h)とする。 
④一部でも窒素セルにかかる機器はセル内側にある機器として扱う。  
⑤アルゴンガス系の関連機器も窒素セル内の機器と同じ扱いとする。  
これらは２重故障の解析の上で以下の(2.1)式により計算した。  
 
( ) ( ) ( ) ( )BAMBABMA TTP τλλτλλ ×××+×××=      (2.1) 
ここで， 
P：機器Aと機器Bの使命時間中の２重故障発生確率  
λA：機器Aの故障率(1/h) 
λB：機器Bの故障率(1/h) 
τA：機器Aの修理時間(h) 
τB：機器Bの修理時間(h) 
TM：使命時間(h) 
 
同様に構築した他の設備・系統における中間事象を表２－２に示す。  
 
 
 
表２－２ 設備毎の中間事象 
PHTS
M-G set function failure
Check valve fail close
Rise of sodium level
Fall of sodium level
Malfunction of PHTS pump
Malfunction of PHTS pump lubricating oil system
False state signal of PHTS flow rate low
False state signal of PHTS pump rpm high
False state signal of PHTS pump rpm low
False state signal of primary sodium temperature high at IHX outlet
False state signal of primary sodium temperature high at R/V outlet  
SHTS
SHTS pump rpm high
SHTS pump rpm low
Main cooling line valve fail close
ACS outlet valve fail open
SHTS pump protection circuit activation
Rise of SH sodium level
Fall of SH sodium level
Rise of EV sodium level
Fall of EV sodium level
SHTS sodium inventory decrease
SHTS sodium inventory increase
False state signal of SHTS flow rate low
False state signal of SHTS pump rpm high
False state signal of SHTS pump rpm low
False state signal of sodium temperature high at EV outlet
False state signal of sodium temperature high at SH outlet
False state signal of sodium flow rate high at ACS outlet standing by
False state signal of SG tube leak
Failure of SHTS pump lubricating oil system 
Failure of SHTS pump thyristor inverter cooling system
False state signal of SG level detector  
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WSS
Main feed water pump protection circuit activation
Feed water line valve fail close
SH inlet release valve fail open
Feed water control valve fail open
Feed water line drain valve fail open
Feed water line SH in/out let valve fail open
Main steam line release valve fail open
Feed pump turbine steam line valve fail close
Feed pump turbine steam control valve fail open
Malfunction of main turbine extract line for feed water heater
Rise of main steam pressure
False state signal of EV feed flow rate low
False state signal of mismatch of feed water/SHTS flow rate
False state signal of feed water temperature low
False state signal of EV outlet steam temperature low
Malfunction of main steam pressure control system
MSV fail close
False state signal of EV outlet steam temperature high  
PPS
Function failure of FCR
Function failure of CCR
Function failure of BCR
Events related to PPS breaker
Events related to fuel failure detection system
Event related to wide range neutron flux high signal
Event related to power range neutron flux high signal
Event related to power range neutron flux variation high signal
Event related to R/V sodium level low signal
Event related to CV isolation
Event related to sodium leak from R/V
Event related to R/V sodium level low low signal
Event related to CV pressure high signal
Event related to CV radio activity high signal
Event related to CV temperature high signal
Event related to sodium leak from PHTS pump, IHX  
PCS
False state signal of power demand master
False state signal of PHTS flow rate controller 
False state signal of SHTS flow rate controller 
False state signal of Controller of steam temperature at EV outlet
False state signal offered water control valve differential pressure controller  
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2.2.2 解析評価結果と考察  
「もんじゅ」のプラント稼働率を 80％と仮定すると，表２－３及び図２－３に示
すとおり，系統内要因による「もんじゅ」の原子炉自動トリップ頻度は 1.2/炉年と
評価された。大きく寄与する要因は SHTS 及び PHTS であり，約 0.5/炉年程度であ
る。1976～1995 年までの国内軽水炉の運転経験から推定したタービン発電機トリッ
プの発生頻度は 0.14/炉年であり，WSS はこれと比較して有意な寄与はないといえる。
また，動的機械と比較して機器故障率が相対的に低い電気部品で構成されるプラン
ト制御設備及び安全保護系は 0.01/炉年以下の発生頻度である。  
 
表２－３ 原子炉自動トリップ頻度  
System Frequency（／RY）
SHTS 0.51
PHTS 0.48
Turbine trip 0.14
WSS 0.05
PCS 0.01
PPS 0.003
Total 1.20  
 
SHTS
42.6%
PHTS
40.1%
WSS
4.4%
Turbine trip
11.9%
PCS
0.7% PPS
0.2%
 
図２－３ 系統内要因による原子炉自動トリップ発生頻度の割合 
 
図２－３より，SHTS 及び PHTS のそれぞれの割合は約 4 割であり，これらの設備
に起因する原子炉自動トリップ頻度はほぼ同程度であり，系統内要因において支配
的である。これらの内訳を以下に記す。  
SHTS に起因する原子炉自動トリップ頻度の内訳は図２－４のとおりである。  
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図２－４ SHTS に起因する原子炉自動トリップ発生頻度の割合  
 
SHTS 主循環ポンプ本体に起因する場合と SHTS ナトリウムインベントリー低下
の寄与が大きく，それぞれ約４割を占める。SHTS ナトリウムインベントリー低下
の主要因は２次ナトリウムオーバフロー系汲上げ電磁ポンプの停止によるものであ
る。この結果より，SHTS が有する２種類のポンプすなわち主循環ポンプである機
械式ナトリウムポンプ及び電磁式ナトリウムポンプの故障による原子炉自動トリッ
プが支配的要因であるといえる。  
図２－３において SHTS とほぼ同等の寄与である PHTS に起因する原子炉自動ト
リップの内訳は図２－５のとおりである。  
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図２－５ PHTS に起因する原子炉自動トリップ発生頻度の割合 
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PHTS の場合，約 5 割が機械式である主循環ポンプの故障によるものであり，次
いで主循環ポンプの制御のための M-G セットの故障と原子炉カバーガスであるア
ルゴンガス圧縮機の故障による原子炉容器液位の上昇，PHTS 主循環ポンプ潤滑油
系の故障の順に有意である。SHTS と異なり，PHTS 主循環ポンプ回転数を制御する
M-G セットは流体継ぎ手を介する機械式である。これに対し SHTS 主循環ポンプ回
転数制御は電気式で機器故障率が相対的に低いサイリスタインバータによるもので
あり，この様な設計の相違が結果に表れている。  
また，PHTS における冷却材液位の維持機能は，SHTS 同様にオーバフロー系汲み
上げ電磁ポンプにより達成されるが，この機能を達成するには他に，カバーガス圧
力が維持される必要がある。PHTS では SHTS の汲み上げ機能の喪失に伴う冷却材液
位の低下と異なり，アルゴンガス圧縮機の停止によるカバーガス圧力の低下に伴う
原子炉容器液位の上昇が有意な結果となる。  
表２－４は全ての系統を対象に発生頻度が 0.1/炉年以上の要因を示す。この結果
は重要度のランクを与えると考えられ，上位 3 位まではナトリウム機器の故障によ
るものである。これまで，国内及び海外のナトリウム冷却型高速炉の運転年数は約
300 炉年であるのに対し，国内軽水炉は約 1,400 炉年と見積もられることから，これ
らの運転年数による差異によるものと評価される。これらの機器故障率を低減させ
ることで，原子炉自動トリップの発生頻度は効果的に減少させることができると考
えられる。 
 
表２－４ 0.1/炉年以上の事象 
(SHTS)SHTS pump rpm low 0.25
(PHTS)Malfunction of PHTS pump 0.23
(SHTS)SHTS sodium inventory decrease 0.18
(PHTS)M-G set function failure 0.11
(PHTS)Rise of sodium level 0.10  
 
2.3 ATWS発生頻度評価  
2.3.1 評価手法の概要  
1991 年にまとめられた「もんじゅ」のレベル 1PSA において，ATWS 発生頻度
は設計情報に基づいて評価された。この評価の過程において，ATWS 発生頻度を
評価する上で必要となる複雑な事象に対するプラントシステムの応答挙動は明
らかではなかったため，工学的判断による保守的な仮定が含まれていた。その後，
「もんじゅ」の運転開始段階における性能試験の予測のため，プラント動特性解
析コードの開発・整備が進められ，この開発により，ATWS 発生頻度評価におけ
る事象のプラントシステムの応答として最も確からしい解析結果が得られる様
になった。 
ATWS は、そのプラント状態によって，以下のように 5 つのカテゴリーに分類
されている。  
(1) ULOF(Unprotected Loss of Flow)：炉心流量減少時に原子炉のトリップに失敗す
る事象。約１分以内に炉心損傷に至る。  
(2) UTOP(Unprotected Transient Overpower)：正の反応度が挿入され，原子炉出力が
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上昇した際に原子炉のトリップに失敗する事象。  
(3) ULOPI(Unprotected Loss of Piping Integrity)：PHTS において冷却材漏えい発生
時に原子炉トリップに失敗する事象。 
(4) ULOHS(Unprotected Loss of Heat Sink)：炉心流量は確保されているが，SHTS
あるいは WSS の機能喪失による除熱喪失時に原子炉トリップに失敗する事象。
炉心損傷までに数分程度の猶予時間を有する。 
(5) UTOP／ULOF：前述(2)と(1)の重ね合わせ事象。すなわち，正の反応度挿入時
に原子炉トリップ信号が発せられ，これにより PHTS 主循環ポンプはトリップ
するが，制御棒の挿入による原子炉トリップに失敗する事象。  
本研究では流量喪失事象である ULOF 及び除熱喪失事象である ULOHS の２つの
典型的な ATWS を対象とした。  
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図２－６ 「もんじゅ」の主冷却ループ構成  
 
「もんじゅ」の冷却系統は図２－６に示すように独立な３ループで構成されてい
る。従来の評価では，１ループの PHTS 主循環ポンプがトリップした場合の ATWS
は，３ループのトリップと同様の結果をもたらすと保守的に仮定されていた。しか
しながら，図２－６の様にトリップしたループの PHTS 主循環ポンプ出口には逆止
弁が設置されており，これが閉鎖すれば，炉心流量は大きく低下しない。この様な
流動の過渡変化における炉心部の温度挙動を解析することにより，１ループの PHTS
主循環ポンプがトリップした場合に炉心損傷に至るかどうかを明らかにできる。  
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図２－７ 主冷却系統各部における冷却材温度の原子炉トリップ設定値  
 
図２－７は PHTS 及び SHTS の各部のナトリウム温度の原子炉自動トリップ信号
設定値を示す。上述の様な過渡変化において冷却系の全てのループにおける温度挙
動を解析することにより，図２－７に示す原子炉自動トリップ信号が発生するかど
うかを明らかにすることが出来る。このことから，起因事象と同時に発生する PHTS
に係る原子炉自動トリップ信号に加え，図２－７に示す多様な原子炉自動トリップ
信号の発生に期待できるかどうかを評価することができる。以上より，１ループの
PHTS 主循環ポンプがトリップした場合の ULOF を本研究では対象とした。 
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図２－８ SHTS 流量喪失時のプラントシステムの過渡応答  
 
一方，ULOHS は PHTS が健全であり，炉心流量が確保された状態において，SHTS
または WSS における除熱喪失時の ATWS である。図２－８に示すように SHTS にお
ける流量喪失時のプラントシステムの過渡応答は PHTS の系統全体の昇温による影
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響を評価する必要がある。この場合，IHX における除熱が喪失することにより，IHX
出口ナトリウム温度の上昇から原子炉容器入口ナトリウム温度の上昇，原子炉容器
出口ナトリウム温度の上昇の過程における PHTS 主循環ポンプ流量の維持可能性，
炉心内ナトリウムの沸騰の有無，炉心損傷の有無，プラント制御設備による自動制
御作動の有無による影響を解析結果から評価し，運転員による AM 操作に与えられ
る猶予時間を推定する。本研究では SHTS の熱容量に期待できる WSS における除熱
喪失は相対的に長い猶予時間を与えると考えられることから，SHTS における３ル
ープの流量喪失時の ULOHS についてプラントシステムの応答及び猶予時間を評価
することとした。  
これらの想定は 2.2 節の結論である PHTS 及び SHTS に起因する原子炉自動トリッ
プの発生頻度が支配的であることと整合している。表２－４における最も支配的な
要因は SHTS 主循環ポンプ回転数の低下である。これは１ループの SHTS において
発生すれば原子炉自動トリップに至ることから，上記の ULOHS の想定の様に３ル
ープが同時にトリップに至るわけではない。しかしながら，SHTS の１ループが流
量喪失すると，給水流量とナトリウム流量のミスマッチが生じることから，これを
防止するために WSS の主給水ポンプがトリップし，これに伴う EV 給水流量低下信
号による SHTS 主循環ポンプトリップが生じる。 
同様に，表２－４におけるもう一つの支配的要因である PHTS 主循環ポンプ異常
についても同様に１ループで発生することにより、原子炉自動トリップに至る。こ
の場合，SHTS の様に他のループのトリップが間接的に生じる場合，同様に１ルー
プの異常を起因とする３ループ同時トリップを仮定するべきであるが，しかしなが
ら他の２ループの PHTS 主循環ポンプトリップ信号は原子炉トリップに失敗した場
合に発信されない。従って ATWS においては１ループ PHTS 主循環ポンプのトリッ
プ時には他の２ループの PHTS 主循環ポンプの運転継続を仮定することが適切であ
ると考えられる。  
 
2.3.2 解析評価結果と考察  
以下に１ループの PHTS における流量喪失を起因事象とする ULOF の解析結果と
考察を記す。  
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図２－９ １ループ ULOF 時の燃料被ふく管肉厚中心温度  
 
１ループの ULOF のような流量喪失型事象の影響は，原子炉出力の増大に伴う燃
料の溶融によるものではなく，炉心の流量が低下することによる燃料被ふく管の破
損が支配的である。従って，燃料被ふく管の温度挙動により，炉心損傷を判断する。
燃料被ふく管肉厚中心温度を図２－９に示す。ここでは逆止弁の閉鎖に成功するケ
ースと失敗するケースを併記している。燃料被ふく管肉厚中心温度は設置許可変更
申請書[41]における運転時の異常な過渡変化の判断基準である 830℃を超えた場合
を炉心損傷とみなした。設置許可変更申請書においては，この判断基準である 830℃
について，プレナムガス内圧による機械的な破損を想定しており，照射済み燃料被
ふく管の炉外急速加熱破壊試験結果から，燃焼末期のフープ応力条件を適用して求
めた破損限界温度に基づいている。  
逆止弁が閉鎖しないケースでは約 50 秒で 830℃に到達するが，逆止弁が閉鎖する
ケースでは炉心流量が確保されるため，830℃に到達しない。このため，炉心損傷の
有無は逆止弁の動作に支配される。  
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図２－１０ １ループ ULOF 時の原子炉容器出口ナトリウム温度 
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図２－１１ １ループ ULOF 時の EV 及び SH 出口ナトリウム温度 
 
PHTS 主循環ポンプトリップによる直接的な原子炉自動トリップ信号以外の冷却
系の昇温によるトリップ信号は，図２－１０及び２－１１に示すように事象開始か
ら約１分以降に発信される。図２－１０に示す原子炉容器出口ナトリウム温度は逆
止弁の閉鎖の有無の影響が出る前に原子炉自動トリップ設定値に到達する。図２－
１１に示す EV 及び SH の出口ナトリウム温度も同様に逆止弁閉鎖の差異が現れる前
 35
に原子炉トリップ設定値に達することから，原子炉トリップ信号の発信については
逆止弁の動作に依存しない。ここで，表２－１に示す様に，EV 出口温度は原子炉自
動トリップ信号を発信するが，SH 出口温度は原子炉自動トリップ信号が直接発信さ
れず，SHTS 主循環ポンプトリップ信号を発信し，表２－１に示す SHTS 主循環ポン
プ回転数低信号により原子炉自動トリップ信号が発信される。  
これらの考察は，ATWS である場合，原子炉自動トリップには至らないが，過渡
応答の過程で発信される SHTS 主循環ポンプトリップ信号など主冷却系統の運転状
態への影響として，考慮されるべきものである。  
 
1 loop pump trip event tree
起因事象 炉心バイパス流防止
１次系
１ループ
流量減少
制御棒挿入 停止ループ逆止弁閉
SUCCESS 健全
ULOF (3
loops) 損傷
ULOF (1
loop)
→SUCCES
健全
ULOF (2～3
loops) 損傷
プラント状態
（事象分類） 炉心燃料
原子炉出力低下
原子炉
トリップ信号
CV close successfully
⇒core intact
I.E Reactor trip Core bypass prevention
1 loop 
PHTS flow 
lost
Reactor trip 
signal
CR 
insertion
Tripped loop CV 
close
Plant 
status
Core
Intact 
Intact 
damage 
damage 
 
図２－１２ １ループ ULOF 時のイベントツリー  
 
この様にプラントシステムの応答挙動が明らかになったことから，PHTS１ループ
の流量喪失を起因事象とする ULOF のイベントツリーは図２－１２のように表現で
きる。PHTS 主循環ポンプがトリップしたループは逆止弁閉鎖に成功すれば，その
時点で炉心損傷には至らない。また，原子炉自動トリップ信号発信に失敗するかど
うかは逆止弁の閉鎖に依存しないため，イベントツリーのヘディングは図２－１２
の様な順序に配列することで適切に評価できる。  
次に３ループの SHTS における流量喪失を起因事象とする ULOHS の解析結果と
考察を記す。  
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図２－１３ ３ループ ULOHS 時の原子炉入口/出口ナトリウム温度 
 
３ループのSHTSにおける流量喪失が発生すると，IHXにおける除熱喪失により，
原子炉容器入口ナトリウム温度が上昇する。この時の初期ホットショックの発生の
後，緩やかに原子炉容器入口及び出口ナトリウム温度は上昇する。この時，動的機
器であるPHTS主循環ポンプの昇温時の影響は，配管及びIHXなどの静的機器より先
に生じ得ると考えられる。この場合，PHTS主循環ポンプにおけるキャビテーション
或いは熱変形によるインペラーの接触等による軸固着が想定され，これによる炉心
流量の減少からナトリウム沸騰を伴う炉心損傷に至る。従って，図２－１３に示す
ようにPHTS主循環ポンプの健全性が750℃で失われると仮定した場合，猶予時間は
少なくとも480秒以上を見込むことができると考えられる。PHTS主循環ポンプの健
全性判断基準の750℃の根拠については，後述の3.2.4 プラント過渡応答解析条件で
詳しく述べる。  
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図２－１４ プラント制御設備による自動制御の影響  
 
一方，プラント制御設備による自動制御が作動すると仮定した場合，この過渡変
化における制御応答を評価する必要がある。図２－１４は自動制御作動時の解析結
果であり，プラント制御設備の応答は過渡変化を緩和する作用があり，この過渡変
化に十分追従する制御能力を有する。しかしながら，対象とする事象においてプラ
ント制御設備の自動制御が継続されるかどうかについては起因事象との従属性ある
いはプラント過渡応答等から判断する必要がある。  
 
起因事象 プラント応答 プラント状態（事象分類） 炉心燃料
３ループ
ULOHS
１次系ポンプ運
転継続
制御棒保持
用マグネット
の電源断
制御棒保持
用マグネット
の電源断
成功 ULOHS (3 loops)→RS01 健全
３台運転継続
失敗 ULOHS (3 loops) 損傷
成功 ULOHS (3 loops) & 1loop LOF→RS01 健全
２台運転継続
失敗 ULOHS (3 loops) & 1loop LOF 損傷
１台運転継続 ULOHS (3 loops) & 2loop LOF 損傷
０台運転継続 ULOHS (3 loops) & 3loop LOF 損傷
原子炉出力低下
Intact 
damage 
Intact 
damage 
damage 
damage 
success 
failure
success 
failure
CorePlant statusI.E Plant response Reactor trip
3 loop 
ULOH
PHTS pump 
operation
3 units
2 units
1 units
0 units
Manual 
shutdown
Manual 
shutdown
 
図２－１５ ３ループ ULOHS 時のイベントツリー  
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３ループの SHTS 流量喪失を起因事象とする ULOHS のイベントツリーは図２－
１５の様に表現される。上述の様に IHX での除熱喪失による PHTS の系統全体の昇
温により，PHTS 主循環ポンプの機能喪失台数によって，原子炉手動トリップ操作
に対する猶予時間は異なる。このため，図２－１５の手動トリップに失敗するヘデ
ィングは PHTS 主循環ポンプ機能喪失台数によって個別に展開される。ここで，１
ループの PHTS 主循環ポンプ機能喪失のケースは図２－１２に示すように，逆止弁
閉鎖の有無によってその後の事象進展が異なる。また，PHTS 主循環ポンプの稼動
が 1 台あるいは 0 台の場合，流量喪失による冷却材の沸騰が生じ，正の反応度が印
加されるため，原子炉手動トリップ操作には期待できる程度の猶予時間は見込めな
いと仮定した。  
 
2.4 結言  
2.2 節では，「もんじゅ」を対象とした原子炉自動トリップに至る事象の発生頻度
をフォールトツリーによる解析方法で推定した結果を解説した。その結果，全ての
冷却系すなわち PHTS，SHTS，WSS に加え，プラント制御設備及び安全保護系を含
めた全システムの中で，動的なナトリウム機器を有する PHTS，SHTS の寄与が大き
く，約 5 割を占める。さらにこれらのシステムを構成する機器故障の寄与について
も明らかとなり，具体的には 1 ループの SHTS 主循環ポンプの故障，PHTS 主循環ポ
ンプの故障に起因とする原子炉自動トリップが支配的である。これらの知見に基づ
いて，2.3 節に示す ATWS の事象におけるプラント動特性解析の条件を定めている。 
2.3 節では，これまでに評価されてきた ATWS 発生頻度における保守的な仮定に
着目し，対象とする ATWS 事象を 1 ループ PHTS 流量喪失及び 3 ループ SHTS 流量
喪失の 2 つに定めた。それぞれの事象に対し，前項の原子炉自動トリップ発生頻度
における支配的要因に基づいてプラント動特性解析を行った。この解析から得られ
た結果は起因事象発生から炉心損傷に至る過程のプラントシステムの応答挙動が明
らかになったことと，これに基づき，当外事象には猶予時間を見込むことができる
見通しを得たことである。  
以上，第 2 章ではこれまでに得られた研究成果の概要と着目すべき評価結果を示
し，次章における研究の基礎となる知見を明らかにした。  
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第3章 原子炉トリップのためのアクシデントマネージメント操作の有効性評価  
3.1 緒言  
「もんじゅ」の AM は基本的な安全機能すなわち，原子炉停止機能，原子炉容器
液位確保機能，崩壊熱除去機能の３つに対して構築されている。これらの安全機能
を対象に異常時操作手順として，それぞれ「反応度制御」，「原子炉液位確保」，「炉
心冷却」の 3 つの操作手順によりこの AM は構成されている。  
一般に AM には操作手順のみならず，設備改良による安全性向上策も含まれるが，
「もんじゅ」は詳細設計段階において既に PSA を実施し，この知見に基づいて設計
変更を実施しているため，建設段階において設備改良による AM は既に実施されて
いたと言える。本研究は運転段階において構築された AM すなわち異常時操作手順
のうち，原子炉停止機能に関わる手順を対象とする。  
原子炉停止機能に関わる手順の有効性を評価する上では，操作に対する猶予時間
が 10 分程度の長さしか期待できない場合，この猶予時間の推定が重要となる。この
猶予時間を推定するため，最も確からしい条件によるプラント動特性解析を行い，
対象とする事象の進展を模擬する必要がある。この解析評価において猶予時間に対
する有意な感度を持つパラメータを特定し，これらのパラメータを対象とした感度
解析が必要となる。 
また，猶予時間に対する適切な操作失敗確率に基づいて AM の有効性を評価すべ
きであり，10 分程度の猶予時間における操作失敗確率を適切に推定する必要がある。
この操作失敗確率の推定にあたっては，人的過誤率(以下，Human Error Probability：
HEP という)について上述の THERP を適用する限り，原子炉自動トリップ失敗時の
リカバリー操作の様な短い猶予時間においてはその操作に期待できないことになる。
このため，HEP とりわけ TRC に関する研究論文を調査した。以下にこの観点での文
献調査を行った結果の概略を記す。  
Hall[42]は Operator Action Tree 構造による解析モデルを提案している。この論文の
中で TRC の定量化について論じられているが，10 分以内のデータについては説明
されていないため，この報告における TRC から外挿した予測値を用いることは適切
でない。 
Ho と Apostolakis[43]は新型のナトリウム冷却型高速炉における ATWS のリカバリ
ー操作を評価する上で Swain のモデルを保守的に用いているが，この報告による手
法を用いて 10 分以内の HEP を推定する限り，0.1 以下の値は適用出来ない。また，
この論文において，IHX における除熱喪失時の ATWS のプラントシステムの応答挙
動が解析されており，固有のネガティヴ・フィードバック反応度が事象発生から 240
秒まで継続する結果が示されている。これらの解析結果は本研究における猶予時間
推定のためのプラント動特性解析に対して有用な知見となり得る。  
運転経験が豊富な BWR の経験的知見に基づいた HEP と Swain の研究結果及び
Probabilistic Human Reliability Assessment：PHRA として知られている Electricite´ de 
France：EDF のモデルとの比較が Sträter と Bubb[44]によって行われている。この論
文によれば，ドイツ国内の BWR で実際に起こった 165 の事象に基づき，10 分以内
の HEP は 0.05 以下と推定されている。しかしながら，この評価された 165 事象の
ほとんどが過酷な状況を含んでいないことから，ATWS の様な事象に本研究結果を
適用することは適切でない。 
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Hannamanと Worledge[45]はプラントシミュレーションにて検証された時間依存の
運転員の操作に対する信頼性評価として，操作完了時間のワイブル関数を用いた
Human Cognitive Reliability：HCR の相関式を報告している。この HCR 相関式で表さ
れる HEP は正規化された時間を用いているため，ある猶予時間に対する HEP の推
定には適用できない。しかしながら，この HCR 相関式における行動形成因子は知識，
ルール，スキルの順に信頼性が高くなっていくことが評価できるため，この相関式
を用いて，「もんじゅ」のシミュレータ訓練計画等を検討することが出来ると考えら
れる。 
また，10 分以内の HEP についての研究ではないが，Xiangrui と Fuyui[46]は PWR
のフルスケール訓練シミュレータを用いて ATWS における異常時対応操作時間につ
いてのデータを収集している。何人かの異なる運転員による ATWS 時の対応操作時
間として得られた結果は，診断に必要な平均時間は約 80 秒で，正しい操作を選択す
るまでに必要な平均時間は約 90 秒という結果であった。これらの結果は全て ATWS
の場合のデータであることから，本研究に対する有用な知見となる。  
以上より，第 3 章では上述の調査結果を踏まえ，これまで明らかにされていなか
った分単位の猶予時間における HEP の推定及びプラント動特性解析による ATWS
時のプラントシステムの応答挙動に基づく猶予時間の推定を行い，AM としての原
子炉トリップ操作の有効性を評価する手法を開発した結果について記述する。  
 
3.2 解析評価方法  
3.2.1 評価手法の概要  
評価手法は以下の手順に記すとおりである。  
(1) 炉心損傷に至る事象シーケンスを分析し，原子炉自動トリップ失敗事象すな
わち ATWS のうち，炉心損傷に至る前に AM 操作が完了することに期待でき
る事象を選定する。 
(2) 上記にて選定された全ての事象を対象に代表的な起因事象を選定し，プラン
ト動特性解析コード Super-COPD[47] [48]を用いてプラント過渡応答挙動を解
析する。 
(3)  Super-COPD の解析モデル及びプラント過渡応答に基づき，事象シーケンス
におけるプラント状態の変化，すなわち起因事象発生から炉心損傷までの猶
予時間を推定するための判断基準を選定する。 
(4) 選定された事象シーケンスに対し，異常時操作手順として定められた AM 操
作を模擬したプラント過渡応答挙動を解析する。  
(5) 操作失敗確率推定のため，シミュレータ訓練で実際に得られた ATWS 時の対
応操作完了時間を記録し，猶予時間を超過する確率を算出する。 
 
3.2.2 原子炉トリップ失敗事象シーケンスの選定  
このセクションでは、「もんじゅ」のレベル 1PSA に基づいて AM 信頼性評価のた
めの ATWS の事象シーケンスを選択する方法について解説する。 
 
 
 
 
表３－１ 起因事象カテゴリー  
Type Category
Fine Control Rod Withdrawal
Coarse Control Rod Withdrawal
Positive Reactivity Insertion due to Other Causes
Small Sodium Leakage from PHTS outside Guard Vessel
Small Sodium Leakage from PHTS inside Guard Vessel
Sodium Leakage from PHTS outside Guard Vessel
Sodium Leakage from PHTS inside Guard Vessel
Loss of PHTS Flow in 1 loop
Loss of Off-site Power
Loss of PHTS Pump Motor Power due to Ventilation System Failure
Loss of PHTS Pump Motor Power due to Auxiliary Component Cooling
System Failure
Loss of SHTS Flow in 1 loop
Turbine Trip
Loss of Feed Water Flow
Steam Generator Tube Failure
Other Reactor Trip due to Other Causes
Over Power
Loss of SHTS Flow
Loss of PHTS Flow
PHTS Boundary Failure
 
 
炉心損傷にいたる起因事象は表３－１に示すカテゴリーに分類され，それらは
出力上昇を伴う事象，PHTS のバウンダリー機能喪失，PHTS 流量喪失，SHTS 流
量喪失及びその他の原子炉自動トリップに至る事象に区分できる。これらの起因
事象に対し，ATWS に至る事象シーケンスをイベントツリーで表現し，上述の
ATWS 事象シーケンスである ULOF，UTOP，ULOPI 及び ULOHS のそれぞれの発
生頻度を算出する。起因事象のカテゴリーは，事象の進展の類似性すなわちプラ
ント応答挙動の特徴によって分類され，例えば事象発生時に期待できる原子炉自
動トリップ信号の組合せ等が考慮される。原子炉自動トリップ信号の組合せは起
因事象により異なり，この組合せによって原子炉停止機能の信頼性が異なるため
である。 
ここで，その他の原子炉自動トリップに至る事象とは，何らかの異常な過渡変
化により原子炉自動トリップ信号が発信される事象であり，PHTS 流量増大，制
御棒落下などが含まれており，従って，重要な起因事象は十分な詳細さでモデル
化されている。  
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Reactor Trip due
to Other Causes
34%
Loss of PHTS
Pump Motor
Power due to
Ventilation System
Failure
24%
Loss of SHTS
Flow in 1 loop
18%
Turbine Trip
3%
Loss of PHTS
Flow in 1 loop
9%
Loss of Feed
Water Flow
7%
Loss of Off-site
Power
3% Other Categories
2%
 
図３－１ ATWSに至る起因事象発生頻度割合 
 
起因事象カテゴリー毎の発生頻度は栗坂と可児[40]による研究結果に基づいて
推定され，その発生頻度割合を図３－１に示す。図中で出力上昇を伴う事象及び
PHTS のバウンダリー機能喪失はその他のカテゴリーに示されており，無視し得
るほど寄与は小さい。この理由は，出力上昇を伴う事象については，主要因であ
る制御棒の異常な引き抜きは制御棒駆動装置の故障あるいは運転員の誤操作を
起因とする。この場合，制御棒の異常な引き抜きを阻止する制御棒位置の偏差の
増大を検知し，制御棒引抜き阻止インターロックが作動することから，当該起因
事象の発生頻度は小さく評価されている。また，PHTS のバウンダリー機能喪失
は静的機器の故障を起因とするが，これらの発生確率は動的機器より相対的に小
さいことによる。  
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Initiating Event Prevention of CoreBypass Flow
Loss of PHTS
Flow in 1 loop Check Valve Closure
Reactor Trip
AM Operation
Control Rod
Insertion
ULOF
ULOF
ULOHS
Success　↑
Failure　↓
Reactor Trip
PDS
ULOF
Reactor Trip
Breaker Opening
ULOF
 
図３－２ １ループPHTS流量喪失を起因とするATWSイベントツリー  
 
Initiating Event
Loss of SHTS Flow * Reactor TripBreaker Opening
Reactor Trip
AM Operation
Control Rod
Insertion
Success　↑
Failure　↓
Reactor Trip
ULOF
PDS
ULOF
*; This event tree structure is applicable to “Loss of SHTS Flow in one loop”,
“Turbine Trip”, and “Loss of Feed Water Flow”.
ULOHS
 
図３－３ SHTS流量喪失を起因とするATWSイベントツリー  
 
Initiating Event
Loss of PHTS Pump
Motor Power due to
Ventilation System
Failure
Manual Shutdown of
Reactor before Loss
of PHTS Pump
Motor Power
Reactor Trip
Breaker Opening
Control Rod
Insertion
ULOF
ULOF
Reactor Trip
PDS
Success　↑
Failure　↓
 
図３－４ 換気空調系機能喪失によるPHTS主循環ポンプ動力喪失 
を起因とするATWSイベントツリー  
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Initiating Event Reactor Trip
Reactor Trip due
to Other Causes
Control Rod
Insertion
Success　↑
Failure　↓ ULOF
PDS
 
図３－５ その他の原子炉トリップを起因とするATWSイベントツリー  
 
ATWS発生頻度に対して重要な寄与を持つ起因事象カテゴリー毎の ATWSイベ
ントツリーを図３－２～３－５に示す。これらのイベントツリーにおいて図３－
５を除く全ての ATWS は原子炉トリップしゃ断器開放に失敗する場合とトリッ
プしゃ断器が開放された上で制御棒挿入に失敗する場合に分類できる。全ての
ATWS のうち，約７５％はトリップしゃ断器開放に失敗する場合であり，支配的
な寄与を持つ。一方，制御棒挿入失敗は残りの４分の１を占めることから，無視
できない寄与といえる。この場合，原子炉自動トリップ信号は発信されている状
況であることから，運転員は原子炉がトリップすべき状況であることを認知でき
る。 
しかしながら，ULOF カテゴリーの場合，約１分以内に炉心損傷に至ることか
ら，AM 操作には期待できないと仮定した。ここで，図３－４の換気空調系機能
喪失による PHTS 主循環ポンプ動力喪失は，PHTS 主循環ポンプの動力を供給す
る電気室の換気空調系の故障を起因としている。このため，起因事象発生と同時
に PHTS 流量が喪失することから，ATWS カテゴリーは ULOF となるため，AM
操作は期待できない。  
従って，図３－２及び図３－３に示されるイベントツリーにおいて，原子炉ト
リップしゃ断器の開放に失敗した場合，すなわち PHTS 流量が確保される事象シ
ーケンスに対して AM 操作に期待できる。ただし，図２－９に示す様に 1 ループ
の流量喪失時における逆止弁閉鎖に失敗した場合，約 50 秒程度で炉心損傷に至
ると仮定していることから，図３－２の逆止弁閉鎖失敗後の事象シーケンスにお
いては AM 操作の分岐を設けていない。  
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4 out of 4 Reactor
Trip Breakers have
Mechanical Failure
98%
2 Reactor trip
Breakers Fail Test
and the Other 2
Trip Breakers have
Mechanical Failure
1%
Reactor Trip Signal
Generation Failure
by Common Cause
Calibration Error
1%
4 out of 4 Reactor
Trip Breakers
Maintenance Error
0%
 
図３－６ 原子炉トリップしゃ断器開放失敗の要因  
 
原子炉トリップしゃ断器は主炉停止系及び後備炉停止系にそれぞれ２台ずつ
設置されており，これらの４台のうち１台以上が開放すれば，しゃ断動作は成功
する。原子炉トリップしゃ断器の開放失敗は図３－６に示すように，そのほとん
どが共通原因による４台中４台の機械的な故障である。換言すれば，原子炉自動
トリップ信号の発信はほとんどの場合において成功し，トリップ信号発信後のト
リップしゃ断器の機械的故障が支配的である。このことは，運転員が原子炉自動
トリップに至る状況にあることを認知できる場合がほとんどであることを裏付
けている。厳密には，プラントのプロセス量が原子炉トリップ設定値に達した時
点で警報が発報し，原子炉トリップ信号が発信されたことを認知できる。さらに
運転員は中央制御盤において制御棒位置を確認することにより，制御棒挿入に成
功したかどうかを確認できる。  
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Water
10%
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Other
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Pump Motor
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図３－７ 起因事象カテゴリー毎の原子炉トリップしゃ断器開放失敗による  
ATWS 発生頻度  
 
AM 操作に期待できる事象シーケンスは以上より，原子炉トリップしゃ断器開
放失敗の場合であり，さらに図３－７に示す様に起因事象カテゴリーを考慮して
選定する必要がある。これらの事象シーケンスの中で上述のとおり，その他の原
子炉自動トリップに至る事象及び換気空調系機能喪失による PHTS 主循環ポンプ
動力喪失は AM 操作に期待できないと仮定しているため，１ループ PHTS 流量喪
失，１ループ SHTS 流量喪失，タービントリップ及び給水流量喪失を起因とする
事象を対象に AM の有効性評価を行うこととした。  
 
3.2.3 事象シーケンスに基づく解析条件  
上述の過程において記述したように図３－７に基づいて選定された AM の有
効性評価対象とする事象は１ループ PHTS 流量喪失，１ループ SHTS 流量喪失，
タービントリップ及び給水流量喪失である。本節ではこれらをさらに SHTS 流量
喪失及び１ループ PHTS 流量喪失の 2 事象としてまとめ，それぞれの事象につい
て以下に説明する。 
(1) SHTS 流量喪失 
「もんじゅ」には急激な熱過渡から蒸気発生器を確実に保護する目的で，主給
水ポンプと SHTS 主循環ポンプには相互インターロックが設けられている。これ
は 1 ループの SHTS 主循環ポンプトリップを受け，主給水ポンプがトリップし，
これに伴い他の 2 ループの SHTS 主循環ポンプがトリップする機構である。同様
にこの機構により，給水流量喪失時は 3 ループの SHTS 主循環ポンプをトリップ
させ，蒸気発生器を保護する。さらにタービントリップを起因とする ATWS は同
様に給水流量喪失に至る。それゆえ，当該インターロックが作動する場合，１ル
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ープ SHTS 流量喪失，タービントリップ及び給水流量喪失は全て 3 ループ SHTS
流量喪失に至る。換言すれば，SHTS における個々のループにおける流量喪失が
発生するか否かは，当該インターロックの作動あるいは不作動に依存している。
この場合，当該インターロック不作動時は 3 ループの SHTS が流量喪失に至るこ
とはなく，SHTS の熱容量に期待できることから，PHTS における冷却材昇温挙
動を緩やかにする。発生確率の観点で考察するならば，当該インターロックが正
常に作動する確率の方が高いため，代表事象とするべきであると考えられる。こ
の場合，上述のとおり SHTS の熱容量に期待できないことから，昇温挙動は厳し
くなる。さらに当該インターロック作動時間は評価対象である猶予時間と比較し
てはるかに短いため，本事象の解析を行う上で初期条件として 3 ループ SHTS 流
量喪失を想定することが適切であると考えられる。従って，１ループ SHTS 流量
喪失，タービントリップ及び給水流量喪失の 3 事象を 3 ループ SHTS 流量喪失で
代表させることとし，以下では ULOHS_3L_SHTS と記す。 
 
(2) 1 ループ PHTS 流量喪失 
本事象の発生から 350 秒間のプラント応答挙動解析結果は 2.3.2 節の図２－９
に示されている。この図に示すとおり，起因事象が発生したループにおける逆止
弁が不作動の場合は炉心流量がバイパスされることから 1分以内に炉心損傷に至
る。一方，逆止弁が作動した場合に確保される炉心流量においては，少なくとも
図１０に示す時間内において炉心損傷は回避される。  
一方，図２－１１によれば，約 140 秒の時点で SH 出口ナトリウム温度は SHTS
主循環ポンプトリップ設定値に達し，これは前項 2.2.1 の表２－１に示す様に
SHTS 主循環ポンプ回転数低による原子炉トリップ信号を発信する。さらにその
後 EV 出口ナトリウム温度も同様に SHTS 主循環ポンプトリップ設定値に到達す
る。しかしながら，本事象において原子炉トリップしゃ断器の開放失敗を想定し
ていることから，原子炉は自動トリップに至らない。上述の蒸気発生器保護と同
様の観点で，原子炉及び PHTS の急激な熱過渡を緩和するため ,原子炉トリップし
ゃ断器開放信号を受け，主循環ポンプはトリップするインターロックが設けられ
ているが，この場合，原子炉トリップしゃ断器が開放しないことから，PHTS 主
循環ポンプも起因事象が発生したループ以外の 2 ループは運転を継続する。従っ
て，約 140 秒の時点で 3 ループの SHTS 主循環ポンプトリップを解析の条件とし，
以下では ULOF_1L と記す。 
この ULOF_1L では，起因事象発生から短時間での炉心損傷は回避されるが，
上述のとおり，その後の SHTS 昇温挙動を考慮すると SHTS の流量が喪失するこ
とから,原子炉及び PHTS からの除熱が喪失した状態となり，ULOF_1L は典型的
な ULOHS へと推移することが判る。このため，運転員が猶予時間内に AM 操作
を行わなければ，炉心損傷に至る事象であるため，ULOF_1L のプラント過渡応
答挙動を解析し，猶予時間の推定を行う。  
 
3.2.4 プラント過渡応答解析条件  
(1) ULOHS における炉心損傷の判断基準  
AM 操作の有効性を評価する事象は全て ULOHS に分類される。ULOHS におけ
る炉心損傷は原子炉及び PHTS における昇温による熱負荷により引き起こされ，
PHTS のバウンダリー及び回転機器である主循環ポンプへの影響を考慮して判断
基準を選定した。「もんじゅ」の高温構造設計[49]における研究結果より，PHTS
バウンダリーの材料である SUS304 の引張強さデータと設計基準値を図３－８に
示す。PHTS バウンダリーの設計における基準となる温度は 650℃である。この
図３－８より約 700℃の引張強さは約 200N/mm2 以上と考えられ，これは 650℃
における引張強さの約 2/3 程度である。しかしながら，高温構造設計においては，
設計余裕として，基準となる温度における 1 次応力の制限は引張強さの 1/3 以下
となるよう設計されている。 
 
図３－８ SUS304 の温度に対する引張強さ  
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このことから，動的機器である主循環ポンプより先に静的機器である PHTS バ
ウンダリーが破損することはないと推測できる。  
一方，主循環ポンプが機能喪失した場合，ULOF へと移行するため，約１分以
内に炉心損傷に至ると考えられる。このため，主循環ポンプガ機能喪失に至る確
率を表３－２に示す確率ランクテーブルを用いて工学的判断により推定した。工
学的判断により確率を与える場合，確率ランクテーブルを用いることで，統一さ
れた確率値が設定される。主循環ポンプの軸固着確率と冷却材温度の関係は図３
－９に示す様に３つの段階と推定される。2.3.2 節の図２－１３に示すように，
ULOHS が発生すると，PHTS のコールドレグではホットショックが発生する。
PHTS 主循環ポンプはこのコールドレグ側に設置されていることから，図３－９
に示す初期のホットショックによる熱膨張の影響で軸固着する確率は 0.05 と推
定した。次に 650℃を超えると，主循環ポンプの静圧軸受におけるキャビテーシ
ョン発生の確率が高くなり，750℃を超えるとインペラナットの熱変形が発生す
ることにより，軸固着確率は１となる。なお，図３－９において 650℃から 750℃
の間の累積確率は，図３－８の引張強さに従うと仮定した。  
 
表３－２ 確率ランクテーブル  
Indeterminate 0.5 0.7～0.3
Unlikely 0.2 0.3～0.1
Likely 0.8 0.7～0.9
Impossible ε ε
Certain 1-ε 1-ε
＜0.01 ＜0.01
＞0.99 ＞0.99
0.95 0.9～0.99
0.05 0.1～0.01
Representative
Value
Range of
Application
Qualitative
Representation
Highly　Unlikely
Highly　Likely
Extremely
Unlikely
Extremely　Likely
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図３－９ 冷却材温度に対する１次主循環ポンプ機能喪失累積確率の推定 
 
以上より，ULOHS における炉心損傷判断の基準はこの PHTS 主循環ポンプ軸
固着確率に基づいて与えられるべきである。従って，判断基準温度は PHTS 主循
環ポンプ入口ナトリウム温度として 650℃および 700℃とした。これらの 2 値の
温度範囲すなわち 650℃から 700℃の間と 700℃を超える範囲において炉心損傷
に至るか否かは同じ程度に不確かであるとみなし，650℃から 700℃の間に炉心が
健全である条件付き確率として 0.5 を与えた。 
 
(2) プラント過渡応答挙動解析における猶予時間推定  
AM 操作に与えられる猶予時間の推定においては，対象となる事象のプラント
過渡応答挙動を解析し， PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度挙動から，上述
の判断基準に達するまでの時間を求める。ここで，AM 操作が完了してから降温
へと移行するまでのプラントシステムが持つ時間遅れや昇温時の変化の度合い
によっては，PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度のオーバーシュートを考慮
する必要がある。このため，AM 操作完了による負の反応度印加から，降温する
までの過程で判断基準温度を超えない条件を満たすよう，操作完了時間をパラメ
ータとしたサーベイ解析を行った。このサーベイ解析から得られた時間を猶予時
間として評価した。 
 
(3) Super-COPD コードにおける解析モデルと仮定  
Super-COPD コードはこれまで，「もんじゅ」で得られた性能試験データを元
に開発されてきており，本研究で必要となる前節で仮定した冷却材流動及び温度
の過渡変化に伴なうフィードバック反応度等の核的動特性及びこの核的挙動に
伴うプラントシステム全体の熱的動特性を解析できる。具体的には起因事象の発
生から原子炉自動トリップに失敗し，上述の炉心損傷の判断基準となる系統内温
度に達するまで，あるいはこれが回避され，安定な状態へ推移するまでのプラン
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ト全体の過渡応答挙動を解析する上で必要な核動特性及び流動・伝熱解析モデル
を有している。  
ULOF_1L は，SHTS 主循環ポンプがトリップするまでの時間において，WSS
を含むプラントシステム全系統を解析の対象範囲とし，ULOHS_3L_SHTS は起因
事象から SHTS 主循環ポンプがトリップするため，原子炉，PHTS 及び SHTS ま
でを範囲とした。Super-COPD コードの熱流動計算は図３－１０及び３－１１に
示すフローネットワークで行う。  
プラント過渡応答挙動解析においては，除熱喪失時の炉心支持板熱膨張による
負のフィードバック反応度は保守的な解析を行う上では考慮しない場合がある
が，本研究における猶予時間を推定する上では最も確からしい条件での解析を行
う必要があることから，他のフィードバック反応度と同様に炉心支持板反応度を
考慮する。 
プラント制御設備による自動制御が行われる場合は，原子炉容器出口温度及び
中性子束の 2 つのプロセス量を基に原子炉出力を制御し，原子炉容器出口温度が
一定に維持される。本研究で対象となる ULOHS においては，プラント制御設備
による自動制御は 2.3.2 節の図２－１４に示す様に緩和機能を有することが解析
により確認されている。しかしながら，プラント制御設備は自動制御を維持する
プロセス量の範囲を逸脱すると，マニュアルモードに切り替わるインターロック
を有しており，さらに PHTS 及び SHTS の流量制御システムとの連携がなされる
ことから，ULOHS_3L_SHTS 及び ULOF_1L の両事象とも起因事象の発生と同時
に自動制御可能なプロセス量の範囲を逸脱するため，マニュアルモードに切り替
わると考えられる。この様な起因事象との従属性を考慮し，両事象における解析
条件としてプラント制御設備による自動制御は考慮しないものとする。  
 
Legend Symbol
1
321
CK(1)，VV(51)
10
2
Core Element
RV In-Vessel
Structure
Inner Barrel
Flow Hole
Check Valve
Flow Rate Meter
Pump
→RV Inlet Nozzle and Piping
440
6 3
7
9
13
16
4
12
RV Out let
Nozzle
RV→IHX
Piping
IHX
IHX→POFC
Return Piping
Return Piping 
from POFC
→Pump Piping
Return Piping 
from POFC
POFC
PP(1)
POFC
Liquid Level
441
7 4
8
10
14
17
5
13
PP(2)
442
8 5
9
11
15
18
6
14
PP(3)
CK(2)，VV(52)
11
CK(3)，VV(53)
12
3115
19
Loop A
Loop B
Loop C
RV
Liquid
Level
Liquid Level
Flow Path
Pressure Node
Pressure Boundary Node
Pressure Loss Element
21
20
Over Flow
Over Flow
Core
Bypass
Intermediate 
Shell
RV ：Reactor Vessel
CK ：Check Valve
PP ：Pump
POFC：Pump Over Flow Column
IHX：Intermediate Heat Exchanger
VV ：Valve
POFC
Liquid Level
POFC
Liquid Level
 
 52
図３－１０ ３ループのPHTSフローネットワーク  
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図３－１２ 制御棒挿入深さに対する反応度曲線  
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AM 操作を模擬するための解析条件として，後述する後備炉停止系の制御棒
BCR1 の挿入を考慮する。解析で考慮する BCR1 の反応度曲線を図３－１２に示
す。全挿入時の BCR1 による負の反応度は 1.3%Δk/k とし，挿入速度は 2.2 秒を解
析条件とする。また，上述のとおり事象の進展の途中における挿入時間をパラメ
ータとしたサーベイ解析を行う。  
ULOF_1L における PHTS 流動計算では，3 ループの PHTS は非対称の冷却ル
ープを形成する。2.3.2 節の図２－９に示すとおり，逆止弁の閉鎖に失敗すると
約 1 分以内に炉心損傷に至ることから，逆止弁が作動するケースを解析する。起
因事象である 1 ループの PHTS 主循環ポンプがトリップすると，他の 2 ループか
らの吐出圧によって逆止弁が閉鎖し，逆止弁のシートリークによる微小逆流が維
持され，PHTS の 3 ループの流動は非対称となる。  
PHTS 及び SHTS の主循環ポンプトリップ後の回転慣性によるフローコースト
ダウンを考慮する。さらに，SHTS 主循環ポンプトリップ後のポニーモータによ
る低流量の強制循環は考慮しない。これは当該事象において SHTS 主循環ポンプ
のポニーモータ起動信号となる原子炉トリップしゃ断器の開放信号が発信され
ないためである。従って，SHTS 主循環ポンプトリップ後は IHX を経由し，自然
循環流動による除熱のみを考慮する。 
Super-COPD コードでは，自然循環流動は伝熱計算モジュールにおいて計算さ
れる自然循環駆動力を境界条件として流動計算モジュールに受け渡すことで計
算される。自然循環駆動力⊿H は以下の(3.2)式で計算される。  
 
∫=
z
dztz θρ⊿ sin),(H  (3.2) 
Where: 
ρ (z, t): density of fluid (kg/m3) 
θ: Angle of flow to the horizontal (rad) 
z: length of section (m) 
 
また，SHTS と WSS における熱伝達は SHTS 主循環ポンプトリップと同時に断
熱として境界条件を与える。 
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表３－３ 解析条件 
Unit ULOHS_3L_SHTS ULOF_1L
Ｒｅａｃｔｏｒ Thermal Power ％ 100 100
PHTS Flow Rate ％ 100 100
SHTS Flow Rate ％ 100 100
Feed Water Flow Rate ％ - 100
Plant Control System - Manual Mode Manual Mode
Doppler Tdk/dT -6.6E-03 (-7.6E-03～-4.4E-03)* -6.6E-03 (-7.6E-03～-4.4E-03)*
Fuel Temp. ⊿k/k/℃ -5.2E-06 -5.2E-06
Cladding Tube Temp. ⊿k/k/℃ 7.8E-07 7.8E-07
Sodium Temp. ⊿k/k/℃ 3.3E-06 3.3E-06
Wrapper Tube Temp. ⊿k/k/℃ 4.0E-07 4.0E-07
Core Support Plate Temp. ⊿k/k/℃ -1.2E-05 (-1.2E-05～-1.0E-05)* -1.2E-05 (-1.2E-05～-1.0E-05)*
1-Loop Stuck after
Initial Thermal Shock 1-Loop Trip
Functional Functional
3-Loop Trip
3-Loop Trip by
 “High SH Outlet Sodium Temp.”
 Signal (497ºC)
Malfunctioned Malfunctioned
-
Thermal Insulation after
 “High SH Outlet Sodium Temp.”
 Signal (497ºC)
*Designed　Range
Initial
Condition
Reactivity
Coefficient
Transient
Condition
SHTS Pump
SHTS Pump Pony Motor
Steam Generator
PHTS Pump
PHTS Check Valve
 
 
解析ケース毎の解析条件を表３－３に示す。ULOHS_3L_SHTS は 3 ループの
SHTS 主循環ポンプトリップを起因とし，主循環ポンプトリップ後のフローコー
ストダウン及び自然循環除熱を考慮する。さらに，2.3.2 節の図２－１３に示す
コールドレグ側の初期ホットショックにおいて，1 次ナトリウム温度の上昇が完
了した時点で PHTS 主循環ポンプ 1 台が軸固着に至ると仮定する。  
一方，ULOF_1L は 2.3.2 節の図２－１１に示すとおり，約 140 秒後に SH 出口
ナトリウム温度高信号により SHTS 主循環ポンプがトリップするまで，WSS によ
る除熱を考慮する。定格運転時における給水流量制御系は EV 出口蒸気温度を一
定に制御するよう，給水流量の自動制御を行う。しかしながら，ULOF_1L にお
いては，給水流量制御系は上述のプラント制御設備における自動制御と同様に振
る舞うと仮定し，起因事象発生と同時にマニュアルモードへ移行する条件とする。 
 
3.2.5 プラント過渡応答解析における原子炉トリップのためのAM操作の考慮 
本節では，AM 操作を解析で考慮する方法を述べる。「反応度制御」として異
常時操作手順の中で定められている原子炉停止操作は，図３－１３に示す様に制
御棒を挿入する機器の構成によって，いくつかの手段がある。  
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図３－１３ 反応度制御手順に定めるAM操作 
 
これらの AM 操作は運転員が原子炉自動トリップに失敗したと認知した場合，
即座に実行される。AM 操作が導入される条件は以下のとおりである。  
① 原子炉トリップしゃ断器の全てが開放していない  
② 主炉停止系の制御棒全数が挿入されず，かつ，後備停止系に 1 本以上の未
挿入の制御棒がある 
③ 後備停止系の制御棒全数が挿入されず，かつ，主炉停止系に 2 本以上の未
挿入の制御棒がある 
④ 原子炉トリップ後の熱出力の推移が通常より明らかに高く，2％超過が継続
している 
しかしながら，①の条件では，4 台の原子炉トリップしゃ断器のうち，1 台が
開放すれば原子炉自動トリップには成功するため，原子炉の未臨界確保は達成さ
れている。また，②及び③も同様である。また，④は原子炉自動トリップが完了
したことを認知するための情報に誤りがあった場合，すなわちトリップしゃ断器
全台の開放及び全制御棒全挿入を検知するシステムが誤作動した場合，実際には
正常な原子炉トリップが達成されていないことが認知されないことを想定して
いる。プラント過渡応答解析を行う上ではこれらの条件を全て包絡した条件とし
て，全制御棒の挿入失敗を想定する。 
「もんじゅ」の原子炉停止系は主炉停止系及び後備炉停止系の 2 系統で構成さ
れ，主炉停止系の制御棒は 10 本の粗調整棒と 3 本の微調整棒の 2 種類がある。
また，後備炉停止棒(以下，Backup Control Rod：BCR という)は 6 本で構成され，
これら全ての制御棒が原子炉自動トリップしゃ断器の開放により，制御棒保持用
電磁石が無励磁化され，全挿入される。図３－１３に示す 3 通りの操作，すなわ
ち制御棒保持用電磁石の無励磁操作，原子炉トリップしゃ断器引きはずし開放操
作，制御棒保持用電磁石への供給電源断操作のうち，中央制御室で実行できるも
のは制御棒保持用電磁石の無励磁操作のみであり，他の操作はそれぞれの機器が
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設置されている現場で実行しなくてはならない。従って，AM 操作を解析条件と
する上では，最も早く実行が可能な制御棒保持用電磁石の無励磁操作を想定する。
上述の制御棒の中で大きな反応度価値を有するのは BCR であることから， BCR1
～6 を順に無励磁操作することが異常時操作手順において定められている。また，
他の制御棒の無励磁操作及び原子炉トリップしゃ断器引きはずし開放操作，制御
棒保持用電磁石への供給電源断操作も同時に実行される。以上より，AM 操作を
模擬する解析条件として BCR1 の無励磁操作を想定する。 
ここで，AM 操作の際の運転員の行動として，異常が発生した場合の認知及び
操作の成立性について定性的に述べる。以下に示す理由から，原子炉が自動トリ
ップしなければならない程の異常な過渡変化が生じたことを運転員は直ちに認
知することが出来る。プラントにおいて監視されているパラメータが原子炉自動
トリップ設定値に到達すると，赤色表示の警報が発報し，中央制御室の中央に設
置される制御棒位置を示す表示は全制御棒の全挿入が完了すると全挿入位置検
知を示す赤色表示のランプが点灯する。従って，原子炉自動トリップが要求され
る状態であること及びそれが完了しているかどうかを容易に知ることが出来る。
また，操作の成立性として，プラント過渡応答解析で考慮する制御棒保持電磁石
の無励磁操作は単純なボタン操作であり，訓練された運転員がこの操作を実行す
る上で躊躇することなく，即座に実行できる。さらに，中央制御室での操作であ
ることから，移動に要する時間あるいは誤った現場操作盤などでの操作が実行さ
れることはない。従って，異常の認知から，AM 操作の実行まで遅滞なく行われ
ることから，制御棒保持電磁石の無励磁操作の信頼性は最も高いと想定し得る。 
以上の理由から，プラント過渡応答解析において AM 操作を模擬するための解
析条件として BCR1 の保持電磁石無励磁操作を選定する。 
 
3.2.6 シミュレータ訓練結果に基づく操作失敗確率の推定  
3.2.5 節に記述した様に，AM 操作の有効性評価は中央制御室で実行できる保持
電磁石無励磁操作を対象とする。「もんじゅ」ではフルスコープシミュレータを
用いた運転員の訓練が行われており，中央制御室と同一の制御盤による操作を模
擬した訓練が可能である。AM 操作を評価するための猶予時間に依存した HEP
の推定においては，起因事象発生から AM 操作の必要性を認知し，操作が完了す
るまでの経過時間を収集する必要がある。従って，シミュレータにおける ATWS
訓練を対象に，この経過時間を記録した。  
ATWS の訓練はあらかじめ原子炉自動トリップに失敗することが既知または
未知である場合の 2 通りが実行され，HEP の推定には後者が適していることは言
うまでもない。しかしながら，この相違による運転員の対応能力の違いは，操作
完了時間となって現れると考えられる。このため，それぞれの訓練で得られた操
作完了時間の平均の差を既知である訓練結果に対して補正した操作完了時間を
用いて評価し，未知である訓練から得られた操作完了時間はそのまま用いた。  
訓練した班は，小数であることから統計的な不確かさも推定した。また，訓練
経験は全ての班に共通して少ないこと，一つの班による実績ではなく，複数の班
の訓練によるものであることから，特定の優秀な班のみによる実績では無いと考
えられる。従って標本の抽出過程における偏りは無いと判断した。  
以上より，観測された操作完了時間に対する処理について以下の特徴が考えら
れる。 
①推定される平均値には，各班の対応操作に有する時間のばらつきが反映され
るものとする。  
②各班の訓練実績は共通して少ないことから，対応操作能力における偏りはな
く，ランダムな抽出がなされている。 
③ATWS が既知情報か否かについては，操作完了時間の差として補正すること
で考慮する。  
④観測された操作完了時間の標本数の少なさに基づく統計的不確かさを考慮
する。 
運転員の操作失敗はランダムに発生すると考えられることから，猶予時間に対
する操作失敗確率として操作完了時間を超過する確率の不確かさの推定におい
ては 2 項分布に従うと仮定する。観測された訓練結果において，操作失敗件数は
0 である。操作失敗確率及び不確かさの分布の推定においてはベイズ手法を用い
た。「もんじゅ」の訓練結果についての事前情報はないことから，Jeffreys 無情報
性事前分布[50]を適用した。この場合，2 項分布は尤度関数として用い，2 項分布
を自然共役事前分布とするβ分布を事後分布とした。2 項分布は以下の(3.3)式で
表される。 
 
xxn
xn ppxnf )1(C),( −= −        (3.3) 
Where:  
x: number of failures 
n: number of trials 
p: success probability 
 
自然共役関数であるβ分布は以下の(3.4)式で表される。  
 
∫ −− −= 10 11 )1(),( dyyyba baβ       (3.4) 
Where: 
a: first parameter 
b: second parameter 
y: probability variable 
 
β分布における平均値 u は a/(a+b)で表される。Jeffreys 無情報性事前分布では，
2 項分布を尤度関数とした場合の事後分布における a，b 及び u は以下の(3.5)から
(3.7)式で表される。 
 
2
1+= xa  (3.5) 
2
1+−= xnb  (3.6) 
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この様に統計的手法を用いて，操作完了時間に対する超過確率とその不確かさ
を運転員による実際の対応訓練で記録された操作完了時間に基づいて算出した。
この様に算出した操作完了時間に対する超過確率と 3.2.4 節に述べた最適評価条
件に基づいたプラント過渡応答解析により推定された猶予時間に基づき，表３－
２に示す確率ランク表を用いて AM 操作に対する分岐確率を与えた。AM 操作を
評価するために図３－２及び３－３に関連するサブ・イベントツリーを構築し，
AM 操作に対する分岐確率を与え，これらを結合して AM 操作の有効性を評価す
る。 
 
3.3 解析評価結果と考察 
本節では 3.2 節で記述したプラント過渡応答挙動の解析条件及びシミュレータ
訓練記録による HEP 推定手法に基づいて得られた結果と考察を記す。  
 
3.3.1 3ループSHTS流量喪失におけるプラント過渡応答解析結果  
ULOHS_3L_SHTS の PHTS 及び SHTS の流動挙動を図３－１４に示す。時刻 0
秒で 3 ループの SHTS 主循環ポンプはトリップし，フローコーストダウンにより
流量は減少する。ここで B ループの流量は比較的早く減少する特性を有しており，
これは SHTS の配管長さの相違による。B ループと比較し他の A，C ループの配
管長は約 2.5 倍長いため，B ループの配管圧損は他のループより小さいことによ
る。 
約 100 秒後，フローコーストダウンの後の SHTS における流量は自然循環によ
り定格流量の 7％程度が維持される。この時，B ループの流量は他のループより
緩やかに低下しており，これは後述の初期ホットショックにより PHTS 主循環ポ
ンプの軸固着を B ループに仮定しているため，IHX での除熱量が減少し，自然循
環駆動力が低下していることによる。 
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図３－１４ ULOHS_3L_SHTS におけるPHTS及びSHTS流量変化 
 
PHTS 流量は初期ホットショックにより約 65 秒で B ループ PHTS 主循環ポン
プの軸固着を解析条件としているため，この時点で B ループの流量は逆流し，逆
止弁が閉鎖した後，定格流量の約 1.4％に相当する微小逆流を維持する。他の 2
ループの流量は，B ループ PHTS 主循環ポンプの吐出圧の減少に伴い約 15％増大
し，維持される。 
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図３－１５ ULOHS_3L_SHTS におけるSHTS自然循環流量変化の比較  
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SHTS 流量挙動については高速実験炉常陽の自然循環試験により検証された
NETFLOW コード[51]によるクロスチェック解析を行い，Super-COPD コードによ
る解析の妥当性を確認した。図３－１５に示す様に両解析コードの自然循環流量
はよく一致している。  
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図３－１６ ULOHS_3L_SHTS におけるPHTS主循環ポンプ 
入口ナトリウム温度変化  
 
炉心損傷の判断基準として選定した PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度挙
動を図３－１６に示す。3 ループの SHTS 主循環ポンプがトリップした後，初期
ホットショックにより約 65 秒の時点で初期温度から約 120℃の昇温が見られる。
その後，緩やかに昇温は継続され，約 580 秒の時点で 650℃に達する。  
さらに図３－１６においてオーバープロットで示す様に，AM 操作として
BCR1 の挿入を模擬し，PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度が 650℃以下に維
持される様に挿入時間をパラメータサーベイにより求めた結果，525 秒以内に
BCR1 を挿入すれば当該温度は 650℃以下に維持される。  
また，この過渡変化を通して炉心部におけるナトリウムが沸騰するか否かを以
下に示す(3.8)式で計算した。  
 
FPTTT coinout /⋅Δ+≅        (3.8) 
Where: 
Tout: the hottest channel outlet sodium temperature 
Tin: the hottest channel inlet sodium temperature 
ΔTco: temperature difference in the hottest channel at rated power 
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P: power ratio 
F: flow rate 
 
計算の結果，初期ホットショック後の B ループ PHTS 主循環ポンプ軸固着によ
る逆流発生時に出力／流量比の増大により，ホッテストチャネルにおける炉心部
ナトリウム温度はピークに達し，この時の最高温度は約 790℃であり，沸点に満
たないことを確認した。  
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図３－１７ ULOHS_3L_SHTS における原子炉出力変化 
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図３－１８ ULOHS_3L_SHTS における反応度変化 
 
原子炉出力挙動については図３－１７に示す様に緩やかに低下し，約 400 秒後
に定格出力の 40％程度となる。これは図３－１８に示す様に炉心支持板反応度に
より全反応度は負の状態を維持する。3.2.4 節の表３－３に示す様に炉心支持板
反応度係数は他の正の反応度係数より少なくとも 4 倍程度大きく，本事象のよう
な除熱喪失における原子炉入口ナトリウム温度の上昇に対して支配的である。  
反応度係数は炉心構成によって異なり，核分裂が継続する事象においては強く
影響する因子といえる。従って反応度係数の解析結果に対する感度解析を行った。
対象とした反応度係数は図３－１８において最も大きな反応度を与える代表と
して，正の反応度はドップラ係数，負の反応度は炉心支持板係数とした。 
設置許可変更申請書における設計の範囲でドップラ係数を最も厳しくした場
合の解析結果から，猶予時間は約 30 秒短縮される。同様に炉心支持板係数を設
計の範囲で最も厳しくした場合，猶予時間は約 81秒短縮される結果が得られた。
これらの不確かさの評価方法については 3.3.4 節の原子炉トリップのための AM
有効性評価において詳しく述べる。  
次に猶予時間に対する感度解析として，PHTS からの除熱において Super-COPD
コードの IHX にモデル化されている熱伝達相関式を変更した場合について解析
評価した。Super-COPD の IHX は以下の(3.9)式に示す Lubarsky and Kaufman[52] 
の式を用いている。 
 
Nu=0.625Pe0.4        (3.9) 
Where: 
Nu: Nusselt number 
Pe: Peclet number 
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ULOHS_3L_SHTS において SHTS の自然循環時の Pe 数は 30 近傍にまで低下す
る。望月と高野[53]による研究から，「もんじゅ」及び常陽を対象に低い Pe 数に
おいて熱伝達が低下する現象を解析し，熱伝達相関式が提案されている。また，
Super-COPD では，以下の(3.10)式に示す Seban and Shimazaki[54]の熱伝達相関式
を適用できるが，これは Lubarsky and Kaufman の式より高い Nu 数を与えるため，
猶予時間は長くなる。  
 
Nu=5+0.025Pe0.8       
 (3.10) 
 
一方，以下の(3.11)から(3.13)に示す望月と高野の提案する熱伝達相関式は低い
Pe 数では Lubarsky and Kaufman の式より低い Nu 数を与える。 
 
Nu1=5+0.025Pe0.8       (3.11) 
Nu2=1.82x10-2Pe1.74       (3.12) 
Nu=Min(Nu1, Nu2)        (3.13) 
 
従って，Lubarsky and Kaufman の式を Seban and Shimazaki あるいは望月と高野
の式に置き換え，これらの熱伝達相関式の相違による猶予時間への感度を解析し
た。その結果，どちらの熱伝達相関式を適用した場合においても，猶予時間は 1
秒程度の差に過ぎず，IHX において，熱伝達相関式の相違は猶予時間への有意な
感度を有しないと結論付けられた。  
 
3.3.2 1ループPHTS流量喪失におけるプラント過渡応答解析結果  
ULOF_1L の PHTS 及び SHTS 流量挙動を図３－１９に示す。ULOHS_3L_SHTS
におけるこれらの流量挙動である 3.3.1 節の図３－１４と比較すると，PHTS 及び
SHTS の各冷却系の起因事象が発生する順序が入れ替わっている点を除いて，各
冷却系における流量挙動は同様である。1 ループの PHTS 主循環ポンプがトリッ
プし，他の冷却ループの SH 出口ナトリウム温度高信号により 3 ループの SHTS
主循環ポンプがトリップに至る約 140 秒まで，WSS の運転は継続されるため，
PHTS 及び SHTS からの除熱も継続される。このことから，起因事象発生と同時
に SH 及び EV を断熱条件としている ULOHS_3L_SHTS と比較すると，猶予時間
は長くなる。  
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図３－１９ ULOF_1LにおけるPHTS及びSHTS流量変化 
 
AM 操作により制御棒が挿入される時間をパラメータサーベイにより求めた結
果，図３－２０に示す様に SHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度を 650℃以下
とするための猶予時間は約 640 秒である。  
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図３－２０ ULOF_1LにおけるPHTS主循環ポンプ入口ナトリウム温度変化  
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3.3.3 原子炉トリップのためのAM操作失敗確率の推定結果  
ATWS の AM 操作をシミュレータにより訓練した結果から得られた 13 件の操
作完了時間を表３－４に示す。ATWS が既知情報として知らされた訓練結果は未
知である訓練結果と比較すると短い完了時間が記録されている傾向にある。未知
である訓練結果の完了時間の範囲は 127 秒から 326 秒であり，既知である訓練結
果と未知である訓練結果の平均時間との差は 89 秒である。これを既知である訓
練の完了時間に加え，補正したものを表３－４の右列に示す様に評価対象とする
操作完了時間とした。表３－４より，評価対象とする操作完了時間は 125 秒から
326 秒の範囲であり，操作完了時間にばらつきはあるものの，ATWS に対する適
切な操作が運転員により実行されると評価できる。  
 
表３－４ シミュレータ訓練で得られた操作完了時間  
Operation
Completion Time
 (s)
Adjusted Time (s)
36 125
51 127
52 129
66 137
82 140
108 141
127* 155
129* 171
137* 197
190 216
196 279
216* 285
326* 326  
*Blind test result 
 
これらの操作完了時間を超過する確率として，ベイズ手法を用いて算出した平
均値，5％及び 95％確率値を表３－５に示す。また，図３－２１は操作完了時間
と超過確率を示す。この結果から，125 秒以内の猶予時間に対しては AM 操作は
ほとんど期待できないと言える。しかしながら，猶予時間が 5 分程度であれば，
平均値において約 0.9 の確率で AM 操作には期待でき，95％確率値においても約
0.7 の確率で AM 操作には期待できると結論付けられる。 
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表３－５ 超過確率 
a b Mean 95thPercentile
5th
Percentile
13 13 13.5 0.5 0.96 1.00 0.87
13 12 12.5 1.5 0.89 0.99 0.74
13 11 11.5 2.5 0.82 0.95 0.64
13 10 10.5 3.5 0.75 0.91 0.55
13 9 9.5 4.5 0.68 0.86 0.47
13 8 8.5 5.5 0.61 0.81 0.39
13 7 7.5 6.5 0.54 0.75 0.32
13 6 6.5 7.5 0.46 0.68 0.25
13 5 5.5 8.5 0.39 0.61 0.19
13 4 4.5 9.5 0.32 0.53 0.14
13 3 3.5 10.5 0.25 0.45 0.09
13 2 2.5 11.5 0.18 0.36 0.05
13 1 1.5 12.5 0.11 0.26 0.01
13 0 0.5 13.5 0.04 0.13 0.00
Posterior Distribution
ｎ ｘ
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図３－２１ シミュレータ訓練から得られた操作完了時間に対する超過確率  
 
3.3.4 原子炉トリップのためのAM有効性評価結果  
プラント過渡応答挙動を解析した結果から，PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウ
ム温度が 650℃を超えない AM 操作時間として ULOHS_3L_SHTS は 525 秒，
ULOF_1L は 640 秒の猶予時間が推定された。これらは明らかに 3.3.3 節の図３－
２１に示す最も小さい操作失敗確率を与える時間を超える結果である。従って，
3.2.4 節で設定した炉心損傷の判断基準である 650℃及び 700℃の差に対応する超
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過確率は定量化されなかった。  
次にプラント過渡応答解析における不確かさについて考察する。1 ループの
PHTS 主循環ポンプがトリップまたは軸固着した場合の炉心バイパス流量は猶予
時間の推定に影響すると考えられる。炉心バイパス流量が僅かに増加すると，炉
心出口から健全な 2 ループを循環する流量は，炉心をバイパスする経路も含む全
体の圧損が減少するため，僅かに増加あるいは不変であると考えられる。これに
伴い，PHTS 全体の昇温は負のフィードバック反応度による原子炉出力の低下と
相まって緩和される傾向になり，猶予時間を増大させる傾向になると考えられる。
一方，炉心バイパス流量の増加は炉心の健全性の判断基準である燃料被ふく管肉
厚中心温度を増加させるため，猶予時間を減少させる。このことから，トリップ
または軸固着した PHTS ループの逆止弁が閉鎖した状態における炉心バイパス流
量は燃料被覆管肉厚中心温度に対して有意な感度を有すると考えられる。2.3.2
節の図２－９に示す様に，逆止弁閉鎖に成功すれば，炉心バイパス流量が仮に僅
かに増大しても，燃料被ふく管肉厚中心温度は判断基準温度である 830℃を超え
ないと考えられる。 
本研究で重要な判断基準である PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度の上昇
に対して影響する熱源としての原子炉出力及び除熱源としての IHX における熱
伝達，そして PHTS の初期ホットショックによる主循環ポンプ軸固着の発生時間
について考察する。3.3.1 節で記述した様に支配的な反応度係数としてドップラ
反応度係数及び炉心支持板反応度係数をそれぞれ設計の範囲で厳しくした解析
結果から，ULOHS_3L_SHTS 猶予時間である約 525 秒はそれぞれ約 30 秒あるい
は約 81 秒短縮する結果が得られている。また，IHX の熱伝達相関式を低い Pe 数
領域における Nu 数を小さく与える条件で解析した結果，約 1 秒程度の差に過ぎ
ないことが明らかになった。さらに，PHTS 主循環ポンプ軸固着の発生時間は解
析条件として過渡変化としてのホットショックの進行がほぼ完了した時点であ
る約 65 秒を想定しているが，これが仮に起因事象と同時に発生したと仮定する
と，猶予時間は約 65 秒短縮すると考えられる。保守的にこれらの効果を全て評
価された猶予時間である約 525 秒から差し引いた場合，348 秒程度となるが，こ
れは，3.3.3 節の表３－４及び図３－２１に示す様に超過確率の最小値を与える
猶予時間である 326 秒より長く，これらの不確かさを考慮しても与えられる超過
確率は同一となる。 
ULOHS_3L_SHTS における AM 操作の有効性評価のためのサブ・イベントツリ
ーを図３－２２に示す。第 1 ヘディングに示す分岐は PHTS 主循環ポンプが初期
のホットショックにより軸固着に至る台数である。3.2.4 節の図３－９より，1 台
あたりの軸固着確率は 0.05 であり，これが 3 台の主循環ポンプに対してランダ
ムに発生することから，3.2.6 節の(3)式を用いて分岐確率を算出した。第 2 ヘデ
ィングは PHTS 主循環ポンプ出口に設置されている逆止弁が 650℃以下のナトリ
ウム温度において閉鎖に失敗する確率として 0.05 を与えた。第 3 ヘディングは
PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度が 650℃以上 700℃以下で機能喪失し炉
心が損傷する確率である。第 4 ヘディングは 650℃以下で AM 操作に失敗する確
率と 650℃以上 700℃以下で AM 操作に失敗する確率のそれぞれ個別に分岐を設
けた。 
猶予時間における不確かさを考慮しても，326 秒より長いことから，AM 操作
完了時間を超過する確率の平均値は，3.3.3 節の図３－２１及び表３－５より 0.04
である。従って，3.2.4 節の表３－２の確率ランクテーブルの値を用いて 0.05 を
与えた。これは図３－２３の ULOF_1L も含め，全ての AM 操作が失敗する確率
として適用された。これらの図３－２２及び３－２３で得られた確率値の合計を
3.2.2 節の図３－２及び３－３における AM 操作を表すヘディングへ適用し，全
ての ATWS 発生頻度を算出した。  
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図３－２２ ULOHS_3L_SHTSにおけるAM操作有効性評価サブ・イベントツリー  
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図３－２３ ULOF_1LにおけるAM操作有効性評価サブ・イベントツリー  
 
AM 操作の有効性を定量的に示すため，AM 操作に全く期待しない条件の
ATWS 発生頻度と比較した結果を図３－２４に示す。AM 操作が有効である
ATWS シーケンスを含む全ての ATWS シーケンスの発生頻度は AM 操作によっ
て約 60％低減した。 
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図３－２４ AM操作有効性評価結果 
 
また，不確かさを評価するため，AM 操作の有効性評価のためのサブ・イベン
トツリーにおいて 3.2.4 節の表３－２に示す上限値及び下限値を用いて全ての
ATWS 発生頻度を算出した結果も図３－２４に併記した。これらの差は約 10％
であり，不確かさを考慮しても AM 操作によって ATWS 発生頻度は有意に低減
すると評価できる。 
ULOHS における炉心損傷の判断基準として本研究では，PHTS 主循環ポンプ入
口ナトリウム温度を 650℃及び 700℃2 つの段階を設け，それぞれに分岐確率を与
えるモデルを構築した。しかしながら，3.3.4 節に記述した様に，観測された操
作完了時間である 326 秒よりも長い猶予時間が評価されたことから，これらの差
が定量的に確率値として推定されるには至らなかった。それゆえ，今回の評価に
おいてサブ・イベントツリーモデルに 2 つの段階を設ける必要はなく，判断基準
温度である PHTS 主循環ポンプ入口ナトリウム温度についても今後のシミュレー
タ訓練結果において 326 秒を超える操作完了時間が記録されるまでは，650℃を
適用すべきである。 
 
3.4 結言  
最適な条件に基づき，猶予時間及び時間依存の操作失敗確率を推定した結果か
ら，AM 操作の有効性を定量的に評価する手法を構築した。猶予時間の推定のた
めのプラント過渡応答解析には Super-COPD コードを適用し，時間依存の操作失
敗確率の推定には，ATWS である情報が既知である訓練及び未知である結果を含
むシミュレータ訓練の結果を適用した。これらの評価手法をレベル 1PSA と結合
させ，上述の不確かさ評価も含め，全ての ATWS 発生頻度は AM 操作により少
なくとも半減する結果を得た。本研究で構築された評価手法によって，「もんじ
ゅ」の AM 操作の有効性を評価することが可能である。 
さらに，最適条件に基づく本評価手法を構築したことにより，シミュレータ訓
練が運転員の対応能力を提供し，AM 操作によって原子炉の安全性の向上が達成
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されたことを定量的に評価するための根拠を提供し得ることが明らかとなった。 
今後，ATWS に対する運転員の対応能力及び信頼性の維持・向上がなされてい
るか評価する目的で，シミュレータ訓練結果を蓄積していくことには価値がある。
また，Super-COPD コードのプラント過渡応答解析精度を検証・向上させる目的
で，「もんじゅ」の運転経験に基づいて得られるプラントデータを収集・蓄積し
ていく。 
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第4章 保安規定における許容待機除外時間の妥当性評価 
4.1 緒言  
「もんじゅ」の保安規定に定める運転上の制限すなわち LCO 及びこれを満足し
ていない場合に要求される措置の完了時間は，PWR 等の先行軽水炉を参考に定め
られている。PWR の例では，これらの根拠は Westing house の STS に基づいて定
められ，完了時間については，運転経験に基づいた工学的判断により決定されて
いる。 
STS では，LCO 逸脱時の要求される措置の完了時間として例えば，「許容される
完了時間は６時間であり，これは定格出力運転状態から的確な手順でかつプラン
トシステムに無理のない状態で要求された運転モードへ移行する場合に過去の運
転経験から合理的とされた時間である。」という記述がある様に，ここで定められ
た完了時間は，要求された措置を実行するために必要な時間として想定されてい
る。従って，その時間の運転継続に伴うプラントの潜在的な安全性の低下が許容
できるかどうかを考慮して決定されたものではないと考えられる。  
また，完了時間の延長についても，「LCO に定義されたトレイン，サブシステ
ム等の後続の系統に対し，要求された措置を行うための操作が不能あるいは完了
時間内に操作を完了できない時，後続の操作不能状態が最初の操作不能状態に伴
って必ず起こる場合及び最初の操作不能状態が解決した後でも後続の操作不能状
態が残る場合に限り，初期の LCO 逸脱となった時点あるいは後続の操作不能とな
った時点から定められた完了時間に対し 24 時間の追加」が記述されている。  
これらのことから，STS では，従来の完了時間として許容されてきた AOT は，
それぞれの LCOが及ぼす影響を評価した上で延長できることが示されていると考
えられ，運転継続に伴うプラントの潜在的な安全性の低下が有意なものではない
と想定されたと考えられる。 
一方，運転上の制限が定められた設備・系統は，常用系設備については通常運
転時の多重性低下，安全系設備とそのサポート設備については，事故時の安全機
能の低下に直接または間接的に関連しており，多重性を有するこれらの設備の単
一の系統が機能喪失した場合の運転継続状態または待機状態からの単一の系統の
除外が直接運転を阻害することにはならない。しかしながら，その状態での運転
継続が許容される時間として AOT を定めることにより，機能が低下したプラント
状態を制限し，運転信頼性及び安全性を確保している。 
他方，PSA においては，安全上重要な，炉心の損傷を防止する機能を有するシ
ステムがモデル化されている。これらのシステムモデルのいくつかは保安規定上
で運転上の制限が定められた設備・系統も該当するものがあり，それらのシステ
ムの単一系統の機能喪失が発生した場合の条件付確率を解析評価することで，上
記に示す安全性が確保されているかどうかが定量的に評価できる。さらにリスク
増分が許容できる範囲であれば，現状定めている AOT を延長した場合の影響を評
価することができる。将来的には運転中に積極的に待機除外状態とした上での保
全すなわち OLM を行うための検討をすることも可能である。  
この原理は既に米国において実際の運用及びこれを評価する規制において用い
られており，これに基づいた AOT 延長申請が数多くなされている。これに関して
は，最新の文献である NEI 06-09[55]においてさらに具体的な指針が示されている。 
本章では既往の研究成果に基づいた評価手法を「もんじゅ」に適用し，得られ
た知見について解説する。  
 
4.2 既往の研究に基づく評価方法の概要  
4.2.1 リスク許容基準の例  
米国 NRC による個別プラント毎に許認可ベースを変更する場合の一般規則指
針 R.G.1.174[28]ならびに技術仕様の変更に係る R.G.1.177[4]が制定され，さらに
産業側でも NUMARC93-01[56]等が整備されている。  
R.G.1.174 は，個別プラントの PSA を使用して，現行の許認可ベースからの変
更を行うための全般的な基準を定めた包括的なガイドラインである。このガイド
ラインでは許認可ベースの変更における  “意思決定プロセス”，“評価アプロー
チ”，“品質保証”及び“文書化に関する要件”が示されている。この“評価アプ
ローチ”の中にはリスク許容基準について述べられている。本報告ではリスクの
指標として CDF を対象に評価するものとする。 
許認可ベースの変更によるリスク増分は以下の(4.1)式において⊿CDF として
あらわされ，図１－１に示す様に，ベースライン CDF と⊿CDF から許容基準が
決められている。 
 
　       (4.1) ⊿ 0)1( RpRCDF i −==
 
Where, 
 
R (pi=1): conditional CDF 
R0: baseline CDF 
 
領域Ⅰ：⊿CDF>1E-5 の時，通常はリスク情報を活用した規制の原理を満足し
ているとみなされない。  
領域Ⅱ：1E-6≦⊿CDF≦1E-5 の時，ベースライン CDF が 1E-4/炉年より小さい
ことが合理的に示された場合のみ，リスク情報を活用した規制の原理を満足して
いるとみなされる。 
領域Ⅲ：⊿CDF≦1E-6 の時，リスク情報を活用した規制の原理を満足している
とみなされる。ただし，ベースライン CDF が 1E-4/炉年よりかなり高い傾向にあ
る場合，CDF を低減する方策を見出すことに焦点を当てること。 
領域ⅠやⅡであっても，定量的なリスクに反映されないような利益があること
を示せれば，領域ⅡやⅢとして扱うことが可能であるが，この場合，変更により
運転員の負担が増加するというような，安全性を損なう影響がないことが要求さ
れる。また，主要なリスク要因を抑制する補償処置が提案される場合は，意志決
定プロセスにおいてこれを検討する。 
“定量的なリスクに反映されないような利益”としては，この AOT 延長を実
現することでプラント停止の回避等が考えられる。具体例としては，4.2.2 節の
“(2)Browns Ferry-2 における低圧 ECCS AOT 延長申請の概要”に示す様に，低圧
ECCS の復旧完了時間延長の申請が認められたことにより，プラント運転停止を
免れている。  
また，“補償処置”としては，AOT 延長期間中にバックアップ機器の設置等が
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考えられる。具体例としては，4.2.2 節の“(1)Columbia 発電所における EDG の
AOT 延長申請 ”において，EDG の復旧完了時間延長申請に際し，代替 AC 電源
の設置が提案されている。  
R.G.1.177 では個別の技術仕様書(以下，Technical Specifications：TS という)に
おける AOT，STI の変更によるリスク変化を評価するためのアプローチが規定さ
れており，リスク情報活用における意思決定プロセス，評価アプローチ，品質保
証及び文書化が示されている。これらの内容は包括ガイドラインである R.G.1.174
と一貫性を有しているが，R.G.1.177 ではそれらに加えて，以下に示す一時的な
リスク変化に対するリスク許容基準を示している。  
AOT を変更する場合は，リスク変動状態が補修又は保守期間に限られた一時
的な変動を扱うことになるため，恒久的な変更時のリスク許容基準とは別のリス
ク許容基準として図４－１に示す  ICCDP や ICLERP を設定している。これらは，
リスクの増分とこれが継続される時間との積を一年で割ったものとして定義さ
れており単一系統の待機除外期間中に増大したリスクを年平均の増分として表
したものである。  
 
 
図４－１ ICCDP 概念図 
 
ICCDP，ICLERP は計画外に生じる待機除外機器による一時的なリスクの増分
を表す際に用いられ，単一機器が待機除外となる状況を想定して定義されている。
なお，STI の変更によるリスク変化は恒久的であるので，R.G 1.174 の指標が適
用される。 
R.G.1.177 では，具体的なリスク許容基準として，ICCDP が 5E-7 以下,ICLERP 
が 5E-8 以下の場合にはリスク変動が僅かであるとみなし，変更を許容すること
が定められている。この ICCDP の許容基準値である 5E-7 は，ベースライン CDF 
が 1E-4/炉年であるプラントにおいて条件付 CDF が 1E-3 の状態で 5 時間経過し
た時のリスク増加を AOT におけるリスク許容の限界であるとして定められたと
の記述がある。 
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4.2.2 節の“(3 ) South Texas Project[57]における補助給水 AOT 延長申請の概要”
では，リスク許容基準である ICCDP が 5E-7 以下あるいはバックストップ AOT
として 30 日を設定し，これらのうち短い期間を設定している。従って本研究で
は，以下の(4.2)式で算出される値を評価した。 
 
8760/bAOTCDFICCDP ×= ⊿        (4.2) 
 
Where, 
 
AOTb: backstop AOT 
 
4.2.2 AOT 延長申請の例 
これまでに，リスク情報を用いる AOT 延長は，国内軽水炉プラントにおいて
は，検討，準備の段階であり，実プラントでの運用実施例はない。一方，米国で
は，リスク情報を用いた AOT 延長の申請・承認は毎年十数件にのぼる。これら
米国の申請事例のうち，PWR プラントの 3 例，BWR プラントの 3 例の概要を以
下に示す。 
(1) Columbia 発電所における EDG の AOT 延長申請の概要  
2004 年 5 月に，EDG の復旧完了時間延長の申請を行っている。現状，限定的
な EDG のオンラインメンテナンスを実施しているが，EDG の柔軟性かつ効率的
な保守・試験計画を目的とした，リスク情報を活用した TS の変更申請で，2 台
の EDG の復旧完了時間，すなわち AOT を現状の 72 時間から 14 日に延長してい
る。なお，リスク管理措置案として，当該系統の充電器への代替 AC 電源(480V
の小規模 EDG)の追設を提案している。 
(2) Browns Ferry-2 における低圧 ECCS の AOT 延長申請の概要  
2005 年 4 月に，低圧 ECCS の復旧完了時間延長の申請を行っている。この申請
は，2005 年 4 月 22 日に発生した余熱除去系(以下，Residual Heat Removal system：
RHR という)熱交換器の内部リークに対して，現状の 7 日間の AOT では RHR 熱
交換器を運転可能状態に復旧することが困難であるため，リスク情報を活用して
TS の変更を申請したものであり，RHR 及び低圧注水系の復旧完了時間(待機除外
時間)を現状の 7 日間から 14 日間に延長し，これによりプラントの停止を免れて
いる。なおリスク管理措置案としての設備追設は提案していない。  
(3) South Texas Project における補助給水 AOT 延長申請の概要 
2001 年に 1 台の電動補助給水ポンプの AOT を 72 時間から 28 日間に延長する
申請がなされ，2002 年に承認された。28 日間はメンテナンスに必要な最小限の
時間が 14 日間であり，リスク情報の観点から妥当な範囲で確実に復旧を行うた
めの期間と評価している。なお，補償措置案として作業スケジュール管理が示さ
れているが，設備追設の記載はない。 
(4) Comanche Peak における EDG の AOT 延長申請の概要  
2001 年 4 月に EDG の完了時間を現状の 72 時間から 14 日間に延長する申請を
行っている。14 日間は通常の検査と分解が必要な保守に適した時間であり，この
申請によりオンラインによる EDG の試験，オーバーホールを可能とし，停止中
の EDG のアベイラビリティを向上させることが可能と評価している。なお，具
体的な補償措置案は記載されていない。  
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(5) Braidwood 発電所，Byron 発電所における基幹サービス水系ポンプの AOT 延長申
請の概要 
2003 年 6 月に基幹サービス水系のポンプ吸引隔離弁の AOT を 72 時間から 144 
時間に延長する申請がなされた。吸込側隔離弁の取り替えには，上流側の吸込側
隔離弁閉鎖後，吸込側ヘッダーの排水を完了させ，その後に取り替え作業に入る
こととなるが，従来の 72 時間という完了時間内での作業は困難であり，144 時
間が妥当な範囲で確実に復旧を行うための時間と評価している。 
(6) Diablo Canyon における EDG の AOT 延長申請の概要  
2003 年 5 月に TS の EDG の AOT を 7 日から 14 日に延長することを求める変
更申請が出された。この延長により，オンラインの EDG 保全の実施工程の柔軟
性が高まり，保全のための作業効率を向上させ，計画されていないプラントの停
止を回避し，停止期間中の EDG のアベイラビリティを高めリスクの低減が可能
と評価している。設備追設の記載はない。  
 
4.2.3 既往の研究成果  
これまでに JAEA において実施してきた，栗坂と荒川による研究[5]では，故障の
修復を完了した時点で待機除外を解除することが考慮された評価モデルが提案され
ており，AOT を変数とする関数として条件付炉心損傷確率を扱う。ここで，故障発
見一回あたりの条件付炉心損傷確率は以下の(4.3)及び(4.4)式にて算出する。 
 
{ } )()(1)1( τττ pUppRCDP Ri ×+−××==      (4.3) 
)/()( Rep τττ −=         (4.4) 
 
Where, 
 
τ: AOT 
τR: mean time for repair of component 
U: conditional core damage probability for each shut down of the reactor 
 
P(τ)はτ(h)以内に故障を修復できない確率である。ここで，単位時間あたりの故
障修復率は故障発見後の経過時間に依らずに一定値をとると仮定している。  
 
 
図４－２ 故障発見一回あたりの CDP と AOT の関係 
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この評価手法では，故障発見一回当たりの運転継続時の条件付炉心損傷確率と故
障した状態で停止した時の炉心損傷確率及び機器修復時間により，単調減少となる
場合と単調増加となる場合がある。(4.3)式において第 1 項はτ(h)の間，運転を継続
し，修復できる確率を意味し，第 2 項はτ(h)の間に修復に失敗した結果，原子炉を
通常の手順で停止した場合の炉心損傷確率を意味する。(4.3)式をτで微分すると， 
 
R
Ri PpRU
d
CDPd
τ
ττ
τ
)(})1({)( =−−=       (4.5) 
 
となり，U<RτR ならば U を下限値，RτR を上限値とする単調増加，U>RτR の場
合は U を上限値，RτR を下限値とする単調減少となる。図４－２に示す様に単調増
加となる場合は AOT を短くする方が好ましく，単調減少となる場合は，出来るだけ
長く AOT を定めた方が安全であると結論付けられている。  
この手法を適用する場合，PSA 解析モデルに扱われているシステムについての条
件付炉心損傷確率及び停止一回当たりの炉心損傷確率の計算結果，さらには修復に
要する時間として機器の平均修復時間を適切に評価する必要がある。  
この他に，Kang ら[58]による定格運転継続時の CDF と停止時の CDF を指標とし
た TS の LCO を対象とした分析及び定量的評価によると，定格運転を継続した場合
の条件付炉心損傷確率は，アンアベイラビリティの増加に従い，1 次関数としての
増加傾向を示すが，停止時の条件付炉心損傷確率は，時間と共に緩やかに増加し，
ある時間以降は崩壊熱の減衰に対応して減少していくと評価されている。 
Smith ら[59]はこれまでの AOT 検討においては，安全上の制限を満足した目標値
とはなっていないことを指摘している。また，彼らはリスクに基づいた AOT で考慮
すべき不確かさを含めた上で決定していくことが必須であるとし，PSA 解析モデル
の品質が重要であると評価している。 
Martorell ら[60] [61] [62] [63]は，TS とコスト，有効性などの複数の評価基準を連
携した保守最適化を行い，最適化の結果とその過程の分析が重要であるとしている。
また，TS と試験の頻度等の要求事項を PSA 手法で評価し，いくつかの改善事項を
摘出している。  
本研究では，完了時間が制限されている設備に対する系統単位での動作不能を解
析条件とした，(4.1)式による⊿CDF 及び上記の 2 つの方法すなわち，(4.2)式による
ICCDP，(4.3)及び(4.4)式による CDP に基づいて「もんじゅ」の保安規定に定める
AOT を用いて計算した結果に基づいて評価する。具体的な計算方法及び評価方法に
ついては，4.3 節に示す。  
 
4.3 解析評価方法  
4.3.1 ⊿CDF による評価方法  
保安規定において完了時間が定められたものを対象に，以下に示す条件１～４に
基づいて評価対象となるシステムを抽出した。 
条件１：当該機器の故障事象が PSA のフォールトツリーの中にモデル化されてい
る 
条件２：原子炉運転中に当該機器の使用を中止して修理活動を行ったとしても，
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原子炉の自動スクラムに至らない  
条件３：当該機器の修理活動が原子炉運転中に実施可能 
条件４：当該機器の異常が原子炉運転中に発見できる  
PSA でモデル化されているシステム，すなわちフォールトツリーにおける頂上事
象が発生する場合の，最小の基事象の組み合わせ，すなわちミニマルカットセット
をブール演算により求め，その発生確率を算出する。  
このミニマルカットセットは，基事象の多項式とみなせることから，n 個の p(p：
基事象あるいは起因事象)からなる炉心損傷頻度 R は，ブール方程式として(4.6)式の
様に記述できる。  
 
),...3,2,1()( nipRR i == 　　　        (4.6) 
 
上式において評価対象の機器 pi に対してその待機状態からの除外を pi=1 と仮定
し，この場合の R(pi=1)を求め，ベースライン CDF である R0 との差⊿CDF(/RY)を(4.1)
式により算出する。 
R.G.1.174 では，この⊿CDF が 1E-5 を超えるような変更，すなわち図１－１の領
域Ⅰに該当する場合は許可されない。「もんじゅ」の保安規定においては，機器毎に
LCO が定められていることはなく，系統単位での待機除外に対する完了時間である
から，解析に当たっては，上述の pi はフォールトツリーにおいて基事象より上位の
中間事象に対して設定する。 
保安規定で LCO が定められる系統は，多重性を有しており，上述の条件２に記述
されるように，1 系統が動作しない状態であっても，原子炉の自動トリップには至
らない場合に，その 1 系統の動作不能に対し，要求される措置及びその完了時間が
定義される。ここで動作不能とは，点検・修理のための当該チャネル，論理回路あ
るいは系統をバイパスした場合及び誤不動作すなわち要求された動作に失敗した状
態が発見された場合と定義される。従って，誤動作すなわち要求されない時の誤信
号発信の様にその機能を果たす側への故障について制限はない。 
LCO 逸脱時に要求される措置は，大きく 2 種類に区別でき，一つは動作不能とな
った系統の復旧措置，もう一つは，動作不能となった系統及び動作不能ではない他
の系統も含め，システム全体の信頼性を向上させる措置である。後者の措置につい
て例を挙げると，原子炉保護計装において，出力領域中性子束高等の原子炉トリッ
プ信号発信機能は検出部が 3ch で構成され，2 out of 3 の論理回路で動作する。1ch
の動作不能に対して定められる措置は，6h 以内に動作不能の 1ch をトリップ状態と
することである。  
n チャネルのうち m チャネルが失敗する確率 F は，ニ項分布に従うと仮定すれば，
1ch の信号発信失敗確率を p とすると，(4.7)式にて算出できる。 
 
F=nCm×pm×(1-p)n        (4.7) 
 
2 out of 3 論理の場合，系統全体の動作失敗確率は 3p2 となり，上述の 1ch トリッ
プ後は 1 out of 2 論理となり，系統全体の動作失敗確率は p2 となる。従って，系統
全体の動作失敗確率は要求される措置によって通常の 1/3 に低下し，通常よりも要
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求される動作の信頼性は相対的に高くなる。一方，1ch の誤信号発信確率を q とす
ると，2 out of 3 論理の場合，系統全体の誤信号発信確率は 3q2 となり，1 out of 2 論
理の場合，系統全体の誤信号発信確率は 2q となることから，誤信号による原子炉ト
リップの発生頻度も高くなるが，本研究ではこの影響は考慮しない。  
フォールトツリー上でこれらを模擬した解析を行う場合，評価対象とする系統の
1ch の動作不能を発見した場合，2 out of 3 ゲートの下の 1ch に対し，発信失敗確率
１を仮定する。また，動作不能の 1ch に対して要求された措置のトリップが完了し
た状態では，既にトリップ信号が発信した状態であるから，当該チャネルの発信失
敗確率 0 と仮定する。この手法を用いて 2 out of 3 論理で発信する信号とその要求さ
れる措置に対する評価を行った。  
一方，崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統(運転，起動及び停止)の運転上の
制限を満足しない場合の措置として，３系統中１系統が動作不能の場合，上述の R(pi 
=1)という条件に加え，８時間以内に残りの２系統を交互に一回／日以上の頻度で試
験を行うことで，運転可能であることを確認することとされている。  
動作試験による機能を確認することにより，アンアベイラビリティ qs は，機器の
時間故障率をλs とすると，試験頻度 Ts のとき，以下の(4.7)式で機器毎に定量化さ
れている。 
 
sss Tq λ2
1=          (4.7) 
 
PSA で想定している試験頻度は例えば，補助冷却設備は 1 ヶ月である。ここで，
ベースライン CDF である R0 では，崩壊熱除去に係る系統については，1 ヶ月として
アンアベイラビリティを算出している。従って，上述の２系統の試験頻度の増加に
ついては，交互に一回／日以上とすることから，対象とする機器の試験頻度として
上記の Ts＝48 時間を条件とする。また，これらの条件を８時間以内に満足できなか
った場合，２系統のうち１系統を常に運転状態にし，その系列の EDG の試験頻度を
一回／日以上とすることが定められている。従って，さらに２系統のうち１系統を
R(pi =1)とした条件で解析を行う。  
保安規定では LCO 逸脱時に定められた AOT の間，運転継続を許容することが定
められているが，これは，その時間内あるいはその時間経過後も，故障した機器の
修復が継続されていることは明らかである。この修復の効果については，PSA にお
いて長期のシナリオを解析する場合に考慮されており，機器に固有な平均修復時間
τR，猶予時間 T とした場合の修復に失敗する確率 PR は以下の(4.8)式により算出す
る。 
 
)exp(
R
R
TP τ−=          (4.8) 
 
これは上述の CDP 評価における(4.4)式と同じ意味の方程式である。これらの手法
により，LCO 逸脱時の炉心損傷頻度を解析し，⊿CDF を評価した。 
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4.3.2 ICCDP による評価方法  
先行の例では，ICCDP による評価は，AOT 延長の申請において用いられており，
AOT を変数とした条件付炉心損傷確率増分を定量化している。具体的には，延長さ
れた AOT に対する ICCDP を算出し，定量的指標と比較評価を行っている。計画外
の修理頻度λM,許容される停止時間をτA とした場合，復旧による待機除外によるア
ンアベイラビリティ qM は，以下の(4.9)式により算出する。 
 
AτMMq λ=          (4.9) 
 
上述のとおり，本研究では，保安規定の各 LCO に対する ICCDP は，バックスト
ップ AOT として延長の上限値を 30 日と設定し，(4.2)式により，定量的指標である
E-7 を基準に評価する。  
4.
いて設定した。また，(4.3)式第１項の R(Pi=1)は時間当りに換算した
値を用いた。  
 
表４－１ 平均修復時間  
5
 
3.3 CDP による評価方法  
上述の(4.3)及び(4.4)式で表される CDP を算出する場合，パラメータである修復時
間τR は機器故障率などと同様，固有の値であり，評価対象事象毎に適切な修復時間
を設定する必要がある。本研究では，表４－１に示すレベル１PSA に適用した平均
修復時間に基づ
Components MTTR (h) Data Source
Mortor driven pump
（sodium system excluded）
Refrigerating machine
Blower
40
Valves（sodium system excluded） 25
D/G 20
Instrumentation/Electric device 6
Damper/Vane 10
Operation data of Joyo
EBR-II
FFTF
WASH-1400
 
 
第２項目の U は故障状態のまま，原子炉を停止させた場合の炉心損傷確率であり，
これは原子炉停止１回当りの確率である。また，P(τ)は③式に示すとおり，表４－
１に従いτR を設定し，求める。ここで，保安規定では U の場合の想定として，通
常の出力降下操作による手動停止とトリップしゃ断器を開く場合の２通りが定めら
れている。通常の停止操作については，Na 漏えいを伴わず，原子炉停止が成功した
と仮定し，その後の崩壊熱除去機能に係るイベントシーケンスを対象とする必要が
ある。この計算には，図４－３に示す全冷却系が健全な場合の崩壊熱除去失敗を評
価する PLOHS イベントツリーにおいて，起因事象発生確率を１とした場合の計算を
実施した。 
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Initiating Event:
Reactor
subcritical
Prevention of
TBO with off-site
power supply
Forced circulation
heat removal more
than 1 loop of ACS
Natural circulation
heat removal more
than 1 loop of ACS
due to TBO signal
Natural circulation
heat removal more
than 1 loop of ACS
by operator
Heat removal
due to MCS PDS
Intact
Intact
Intact
Damaged
Intact
Intact
Damaged
 
図４－３ 全冷却系が健全な場合の PLOHS イベントツリー  
 
が要求されている事象はないことから，本章ではこの場合の U は評価しな
い。 
4.
下に記す。 
(1 非
熱に必ず失敗
 
(2 補
保持に成功する必要がある。これらの影響で，⊿CDF は 5.28E-7(1/RY)
(3 崩
また，トリップしゃ断器を開く場合については，原子炉トリップしゃ断器開放
1 回当りの炉心損傷確率 U は，上記と同様に 3.2.2 節に示す図３－５の ATWS イ
ベントツリーを適用できる。このイベントツリーにおいて，起因事象発生頻度を
１とした場合，CDF は制御棒の挿入失敗確率の値そのものであり，これは 1×
10-8/d と評価されている。今回の評価対象事象において，トリップしゃ断器を開
くこと
 
4.4 解析評価結果と考察  
4.4.1 ⊿CDF による評価結果  
4.1.1 1 系統の動作不能における⊿CDF 評価 
⊿CDF の計算結果及び「もんじゅ」のベースライン CDF は約 1E-7(1/RY)であるこ
とから，上述の領域Ⅱに該当するものが 4 項目となる。領域Ⅱの条件は，1E-6≦⊿
CDF≦1E-5かつ，ベースライン CDF≦1E-4である。その他は全て領域Ⅲに該当する。
領域Ⅱに該当する 4 項目及び領域Ⅲの上位 3 項目それぞれの解析結果を以
) 常用高圧母線電圧低信号，ディーゼル発電機起動計装：領域Ⅱ 
 1 系統の非常用高圧母線電圧低信号の発信に失敗すると，全交流電源喪失信号
を発信できない。これは全交流電源喪失信号の発信条件は非常用 A,B,C-M/C 全
ての母線電圧低信号発信が必要であることによる。従って，図４－３に示すよ
うに，全交流電源喪失信号による ACS1 ループ以上の自然循環除
することとなり，この影響で，⊿CDF は 3.31E-6(1/RY)となる。
) 助冷却設備起動信号，ディーゼル発電機起動計装：領域Ⅲ  
 1 系統の補助冷却設備起動信号の動作不能は，1 系統の補助冷却設備自動起動
論理回路の動作不能であり， 1 ループの強制循環除熱に必ず失敗する状態とな
る。また，原子炉容器液位確保機能における 1 次主冷却系高温保持操作 AM に
必ず失敗することとなる。高温保持操作 AM は，原子炉容器液位を確保するた
め，降温時のナトリウムの体積収縮を回避する操作である。このため，3 ループ
全ての高温
となる。 
) 壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統：領域Ⅱ  
 1 系統の崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統の機能喪失は，図４－４に示
すように， PLOHS の発生確率を有意に増大させる。具体的には，  ACS１ルー
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失敗の確率を増大させる。これらの影響で，⊿CDF は 8.17E-6(1/RY)
(4 非常
失することとなる。これらの影響で，⊿ CDF は
(5 非
を増大させる影響は大きくないため，⊿ CDF は
(6 原
S
の影響で，⊿CDF は 6.00E-7(1/RY)となる。 
(7 原
の非常用電源の機能喪
ている
と考えられ，後述の ICCDP による AOT の変更を検討することができる。  
 
プ以上の強制循環除熱失敗，中央制御室または現場手動操作による ACS１ルー
プ以上の自然循環除熱失敗，全交流電源喪失信号による ACS1 ループ以上の自
然循環除熱
となる。 
) 用高圧母線，所内非常用母線：領域Ⅱ  
 1 系統の所内非常用高圧母線の機能喪失は，図４－４に示すように，  LORL
及び PLOHS の発生確率を有意に増大させる。具体的には，メンテナンス冷却系
緊急起動による崩壊熱除去，1 次 Na オーバフロー系電磁ポンプ(当該系統)のサ
ポート系等の機能を喪
2.98E-6(1/RY)となる。 
) 常用低圧母線，所内非常用母線：領域Ⅱ  
 1 系統の所内非常用低圧母線の機能喪失は，所内非常用高圧母線と同様な影響
を示す。しかしながら，系統の中で上位に位置する高圧母線と比較し，関連す
る系統の機能喪失確率
2.76E-6(1/RY)となる。 
) 子炉補機冷却水系：領域Ⅲ 
 1 系統の原子炉補機冷却水系の機能喪失は，図４－４に示すように， PLOHS
の発生確率を有意に増大させ，さらに LORL をも若干増大させる。これは原子
炉補機冷却水系の熱負荷は，1 次メンテナンス冷却系電磁ポンプ，1 次 Na オー
バフロー系電磁ポンプ，1 次主冷却系循環ポンプを冷却する冷媒であり，1 次
Na オーバフロー系電磁ポンプのサポート系等の機能を喪失することによる。ま
た，メンテナンス冷却系緊急起動の失敗確率を増大させることから，  PLOH
の発生確率を増大させる。これら
) 子炉補機冷却海水系：領域Ⅲ  
 1 系統の原子炉補機冷却海水系の機能喪失は，原子炉補機冷却水系と同様な影
響を示すが，これに加え，空調用冷水設備の熱負荷も有しており，このことか
ら，電気設備換気装置の機能喪失により，関連する系統
失に至る。このため，⊿CDF は 7.06E-7(1/RY)となる。  
これらの結果を図４－４に示す。⊿CDF は AOT に依らない量であり，上述の結
果から，AOT の妥当性を論じることはできないが，保安規定に定める設備の 1 系統
の機能喪失による⊿CDF の増大を計算した結果，図１－１に示す領域Ⅱ及びⅢに含
まれる。このことから，いずれもリスク情報を活用した規制の原理を満足し
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図４－４ 各 LCO に対する炉心損傷カテゴリー毎の⊿CDF 
 
4.4.1.2 1 系統の動作不能時の信頼性向上措置を行った場合の⊿CDF 評価 
原子炉保護計装における⊿CDF を評価した結果，1ch 故障時の⊿CDF は僅かであ
り，この時に要求された措置である当該 ch のトリップを実行した場合の CDF の低
減も僅かである。これは，原子炉停止に失敗する支配的な要因はトリップしゃ断器
の共通原因による開失敗であり，上述の 1ch 故障による影響である，トリップ信号
の発信失敗は支配的な要因ではないことによる。  
さらに，崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統において定められている残り 2
系統に対する措置である，試験頻度増加及び 1 系統の運転を評価した結果，図４－
５に示すように，上述の 4.1.1.1 節の(3)項に示される⊿CDF の 8.17E-6(1/RY)の増加
は，保安規定では 8h 許容されており，8h 以内に他の 2 系統の動作確認試験を交互
に１日 1 回以上行うとした場合，CDF は有意に減少する。この状態は 10 日間許容
されており，この段階で復旧されない場合，1 系統を運転状態とする措置を行う。
この状態で CDF はさらに減少し，30 日間の運転継続が許容されている。この様に
許容された時間と変動する CDF の関係を図４－５に示す。図４－５では最終的に原
子炉停止 1 回当りの炉心損傷確率となることを表している。  
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図４－５ 崩壊熱系統への信頼性向上措置を行った場合の⊿CDF の変化割合  
 
4.4.2 ICCDP による評価結果  
4.4.2.1 1 系統の動作不能における ICCDP 評価 
ICCDP は上述の⊿CDF が決定されると AOT に比例する量となる。先行例による
と，AOT の延長による影響を評価する指標として用いられており，本研究では，延
長の最大値として 30 日をバックストップ AOT と設定し，この時の ICCDP を算出し
た。この結果から，リスク許容基準である 5E-7 を超えた 1 項目及び近傍にある 5 項
目を以下に記す。  
(1) 非常用高圧母線電圧低信号，ディーゼル発電機起動計装 
 1 系統の非常用高圧母線電圧低信号の発信に失敗した場合に保安規定で許容
されている 6 時間を 30 日まで運転継続を許容するとした時の ICCDP は
3.62E-7(1/RY)となる。また，5E-7 を超えない最大の AOT を逆算した場合，1057
ｈである。 
(2) 崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統  
 1 系統の補助冷却設備が機能喪失した場合に保安規定で許容されている 8 時
間を 30 日まで運転継続を許容するとした時の ICCDP は 1.17E-6(1/RY)となる。
また，5E-7 を超えない最大の AOT を逆算した場合，429ｈである。これらは上
述の 4.4.1.1 節に示す様に信頼性向上措置を考慮しない状態での評価結果であり，
これを考慮した評価は 4.4.2.2 節において後述する。  
(3) 非常用高圧母線，所内非常用母線  
 1 系統の非常用高圧母線電圧低信号の発信に失敗した場合に保安規定で許容
されている 44 時間を 30 日まで運転継続を許容するとした時の ICCDP は
4.81E-7(1/RY)となる。また，5E-7 を超えない最大の AOT を逆算した場合，1177
ｈである。 
(4) 非常用低圧母線，所内非常用母線  
 1 系統の非常用低圧母線電圧低信号の発信に失敗した場合に保安規定で許容
されている 44 時間を 30 日まで運転継続を許容するとした時の ICCDP は
4.58E-7(1/RY)となる。また，5E-7 を超えない最大の AOT を逆算した場合，1268
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ｈである。 
(5) 原子炉補機冷却水系 
 1 系統の原子炉補機冷却水系が機能喪失した場合に保安規定で許容されてい
る 10 日間を 30 日まで運転継続を許容するとした時の ICCDP は 1.10E-7(1/RY)
となる。また，5E-7 を超えない最大の AOT を逆算した場合，5838ｈである。 
(6) 原子炉補機冷却海水系  
 1 系統の原子炉補機冷却海水系が機能喪失した場合に保安規定で許容されて
いる 10 日間を 30 日まで運転継続を許容するとした時の ICCDP は 3.62E-7(1/RY)
となる。また，5E-7 を超えない最大の AOT を逆算した場合，4961ｈである。 
 
4.4.2.2 1 系統の動作不能時の信頼性向上措置を行った場合の ICCDP 評価 
崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統の 1 系統の機能喪失時に 8h 以内に要求さ
れる他の 2 系統への信頼性向上措置によって，CDF の値は上述の 4.4.1.2 節に示すよ
うに，段階的に減少する。従って，ICCDP は各段階での⊿CDF によって詳細に評価
する必要がある。  
図４－６に示す 3 種類の ICCDP は，ICCDP1 が 1 系統の動作不能のみ，ICCDP2
が 1 系統の動作不能時試験頻度を交互に 1 日 1 回とした場合，ICCDP3 が 1 系統の
動作不能，試験頻度増加に加え 1 系統を運転状態とした場合を表す。これらのうち，
ICCDP1 のみがバックストップ AOT である 30 日までに 5E-7 に至り，これはすなわ
ち上述の 4.4.2.1 節の(2)項に示す 429h が経過した時点である。  
以上より，「もんじゅ」の保安規定において ICCDP により AOT を延長することが
検討できない項目は，本評価結果においては無く，現状の AOT は安全に対して十分
な裕度を持つと考えられる。 
0.0E+00
1.0E-07
2.0E-07
3.0E-07
4.0E-07
5.0E-07
6.0E-07
7.0E-07
8.0E-07
9.0E-07
1.0E-06
0 200 400 600
AOT（ｈ）
IC
C
D
P
ICCDP1
ICCDP2
ICCDP3
Threshold
720
 
図４－６ AOT と信頼性向上措置を考慮した各段階における ICCDP の関係 
 
 85
4.4.3 CDP による評価結果  
現状の保安規定に定める AOT に基づいた CDP は最大でも 2.42E-8 であり，これ
は故障発見一回当りの条件付炉心損傷確率である。(4.5)式において評価されるよう
に，CDP 計算式の 1 次導関数を正の値とする条件である U-RτR＜0 に該当する項目
は，崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統となる。他の項目は全て CDP が単調減
少関数となり，AOT を延長するほど CDP は減少する傾向となる。 
RτR は，AOT が増加するほど CDP が漸近する値である。CDP がこれよりも有意に
大きい値となっているのは非常用高圧母線及び非常用低圧母線の２項目であり，こ
れらの項目の AOT は 44ｈである。従って，これらの 2 項目は AOT を延長し，修復
に期待した方が条件付炉心損傷確率を低減させられると考えられる。  
一方，CDP が単調増加関数となる崩壊熱及び他の残留熱の除去に係る系統の計算
は，4.4.1.2 節に記述された他の 2 系統の信頼性向上措置を考慮しない条件で求めて
いる。CDP は RτR にほぼ等しいことから，単調増加関数であるものの，  AOT を延
長しても条件付炉心損傷確率は有意に増加しない。図４－７は AOT に対する CDP
の変化を示し，平均修復時間をパラメータとして 6ｈ，40ｈとした場合の計算結果
を示す。これは表４－１において示す平均修復時間において，補助冷却設備におい
ては主要な機器としてダンパ，ベーンの 10ｈを用いているが，計装機器，電気品の
6h，送風機の 40ｈも考慮したものである。  
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図４－７ 平均修復時間をパラメータとした AOT に対する CDP の関係 
 
(4.5)式において U と RτR の大小関係は τR が小さい値の場合に逆転するため，平均
修復時間が 6ｈの場合，CDP は単調減少関数になる。また，平均修復時間が 40ｈの
場合，CDP は有意に増加する。このことから，修理に時間を要する見通しが得られ
た場合，速やかに原子炉を停止した方が CDP の増加を抑制できると考えられる。以
上の全ての評価結果を表４－２にまとめた。  
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表４－２ 各 LCO に対する AOT と条件付炉心損傷確率評価結果  
AOT
（ｈ）
Backstop
ＡＯＴ（ｈ）
⊿CDF
（1/RY） ICCDP U-RτR CDP
28～75 747
42～84 747
42 756 1.3E-08 4.7E-09 3.2E-09 1.5E-10
6 756 3.3E-06 3.6E-07 2.3E-09 3.3E-09
42 756 5.3E-07 9.0E-08 3.3E-08 5.3E-10
8 756 8.2E-06 8.9E-07
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-1.1E-09 9.1E-09
276 756 6.0E-08 1.1E-08 4.2E-09 1.8E-10
8 756 1.2E-08 4.6E-09 2.9E-09 2.4E-09
276 756 2.4E-10 3.4E-09 3.2E-09 1.4E-10
high voltage 44 756 3.0E-06 4.8E-07 1.5E-07 2.4E-08
low voltage 44 756 2.8E-06 4.6E-07 1.5E-07 2.4E-08
276 756 6.0E-07 1.1E-07 4.2E-08 3.7E-09
276 756 7.1E-07 1.2E-07 4.2E-08 4.2E-09Reactor auxiliary component cooling sea water system
D/G start up logic circuit
Voltage low signal of emergency
high voltage bus line
Emergency bus line
Emergency direct current source
Reactor auxiliary component cooling water system
LCO (completion time defined)
 D/G start up
instrumentation
Off-site electric power
Emergency alternating current source
ACS start up signal
Negligibly small
RPS actuation instrumentation
ESF actuation signal instrumentation
Decay heat removal system and other residual heat
removal system
 
 
4.5 結言  
保安規定において AOT が定められた設備のうち，CDF に寄与するシステムを
選定し，その影響を定量的に評価するため，⊿CDF を算出した。この結果に基づ
いて，ICCDP を算出し， AOT の延長が可能であるかどうかを評価した結果から，
全ての AOT において延長は可能であると判断できる。また，1 回あたりの故障
発見における CDP を評価し，4.4.3 節に示す様に修復時間との関係を考慮した運
転継続の有無の検討に関する提案等の知見が得られた。 
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第5章 結論 
5.1 結論  
本論文は，短い猶予時間内における原子炉トリップのための AM 操作はどの程度
有効かを示すため，評価手法を開発すること及び AOT が安全に対して裕度を持つこ
とを示すため，既存の評価手法を調査・適用し，評価結果から LCO 逸脱時の炉心損
傷リスクの変動を把握すること及び要求される措置への更なる改善のための提案を
することを目的とした。  
これまで，THERP[2]をはじめとする HEP 評価手法の中でとりわけ時間依存の操
作失敗確率評価において，本研究が対象とした短い猶予時間の操作の有効性に関す
る研究は前例がない。AM 操作の有効性評価のために開発された手法により，これ
まで期待することが困難だった短時間の操作に関して適正な評価を行うことが可能
となった。 
この評価手法を適用した結果，AM 操作によって，ATWS の発生頻度は半減させ
る程度の効果があると結論付けられた。  
さらに，シミュレータ訓練により観測された操作完了時間に基づいて評価するこ
とで現状整備されている操作手順に対する運転員の能力が反映され，現在の実力に
基づいた AM 操作の有効性評価が可能である。このことにより，今後，運転員の対
応能力の向上，操作手順の変更或いは改善による影響を定量的に評価することが可
能である。また，猶予時間についても今後，「もんじゅ」の性能試験あるいはそれ以
降の運転経験によりプラントシステムの過渡応答解析精度の向上を評価に反映して
いくことができる。 
次に現状の運用である AOT の安全裕度を定量的に評価することにより，設備・系
統が有する多重性に依拠する信頼性向上策の妥当性が示され，さらに修復の見込み
に応じた AOT の設定による安全性の維持・向上に期待できる。また，AOT が有す
る安全裕度を炉心損傷リスクの観点から適切に維持・管理した上で，必要に応じて
現状の AOT を延長し，OLM 等の検討を行うことが可能である。  
これらの結果から，高速炉プラントの安全上の特性と運転・運用の特徴との関係
が明らかになり，将来の実用化に資することが期待される。  
 
第 2 章 原子炉トリップ頻度評価及び ATWS 発生頻度評価では，本研究の導入と
しての研究結果として，原子炉トリップ頻度評価ではフォールトツリー解析手法に
基づいた運転信頼性評価として「もんじゅ」の熱輸送系である 1 次主冷却系，2 次
主冷却系，水・蒸気系に加え，安全保護系，プラント制御設備を対象に原子炉自動
トリップに至る要因とその発生頻度の算出を行い，1 次/2 次主冷却系循環ポンプの
故障が支配的であると評価された。また，ATWS 発生頻度評価では，従来の保守的
な仮定がなされた事象シーケンスを対象にプラント動特性解析を行い，事象毎の過
渡応答の特徴を把握した。  
 
第 3 章 原子炉トリップのためのアクシデントマネージメント操作の有効性評価
では，第 2 章の評価結果に基づき，整備された AM 操作手順の有効性を評価する手
法を開発した。具体的にはプラント動特性解析による猶予時間の推定，シミュレー
タ訓練データに基づいた時間依存の操作失敗確率の推定を組合せ，AM 操作の有効
性を評価することが可能である。これらの成果を元に，AM 操作手順は ATWS 発生
頻度を半減させる程度の有効性を有すると評価された。 
 
第 4 章 保安規定における許容待機除外時間の妥当性評価では，保安規定で LCO
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が定められた設備のうち，PSA でモデル化されている設備を対象に，既存のいくつ
かの評価手法に基づいて AOT を変更した場合の CDF の変動を算出し，LCO 逸脱時
の安全上の特徴が明らかとなった。この評価結果から，現状の AOT は全て，安全に
対し裕度を有していると評価された。 
 
5.2 将来展望 
本節では，本研究で開発した AM 操作の有効性評価手法及び保安規定における許
容待機除外時間の妥当性評価手法に対し，展望を述べる。  
 
5.2.1 AM操作の有効性評価手法の展望 
本研究では，AM 操作に期待できる猶予時間の推定を行うためのプラントシステ
ムの過渡応答挙動を解析した。その中で ATWS であるが故に核分裂反応が継続する
ことから，猶予時間に影響する解析条件としてのパラメータサーベイ解析を行う必
要があり，このパラメータとして反応度係数を設定した。本研究では ATWS におけ
る原子炉出力挙動に対し，有意な影響を与える代表的な反応度係数を設定し，これ
らが炉心設計の範囲において，猶予時間に対して最も厳しい条件でのプラント過渡
応答を解析した。しかし，反応度係数は今後の炉心設計において多様な数値を取り
うること及び本研究で設定した代表的な反応度係数すなわちドップラ反応度係数及
び炉心支持板反応度係数以外の例えば冷却材温度反応度係数，被ふく管温度反応度
係数等も含め，全ての反応度係数に対し，とり得る値を考慮した評価手法が望まし
い。 
このためには，望月[64]による統計的手法を用いた解析手法を用いることが適切
であろう。統計的手法によるパラメータサーベイでは，本研究で採用した代表的な
反応度係数に対し，とりうる値の最大及び最小値のみを考慮する，いわゆる多元配
置のみならず，乱数によるサンプリング手法を用いた多数の解析条件を定め，これ
ら全数を解析することにより，本研究における猶予時間の様な評価対象とする解析
結果の解空間上の分布を評価することが出来る。  
本研究において行ったパラメータサーベイは最も猶予時間が短くなる場合を把握
することが目的であった。一方，統計的手法による解空間上の分布を考慮すること
により，最も確からしい猶予時間を推定することが可能である。これは，入力値と
してとり得る値の変動性を適切に考慮し，乱数によるサンプリング手法を用いた入
力データセットを作成し，これらを全ケース解析することにより，解空間上に分布
される値の平均，分散を評価し，適切な信頼区間を推定することができると考えら
れ，確率論的な手法との親和性が高い。本研究における操作失敗確率のシミュレー
タ訓練記録の統計的な不確実性に加え，猶予時間推定における解析条件としての入
力値が持つ変動性を適切に考慮した上での解析結果の分布に基づく統計量すなわち
平均値や分散を評価することが出来ると考えられる。  
本研究で開発された手法は，PSA が実施され，異常時対応操作の訓練が行われて
いれば，他の原子力発電プラントにおいても適用することが出来る。一般に，PSA
の実施の際には ATWS 事象の成功基準を定めるためのプラント応答解析が必要であ
る。この解析を応用することで猶予時間の推定を行うことが出来る。また，異常時
操作手順の整備においては，教育・訓練計画を立てて，操作手順の訓練を実行する
ことが基本要件として，規制当局から要求される。従って，この訓練において，本
研究で示される対応時間の記録に基づいた時間依存の操作失敗確率を評価すること
で，猶予時間と組み合わせて対応操作の有効性が評価できる。  
PSA の実施と異常時操作手順の整備は，全ての国内の原子力発電プラントにおい
て行われているため，上述のとおり対応操作の有効性を評価することは可能である
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と考えられる。  
 
5.2.2 保安規定における許容待機除外時間の妥当性評価手法の展望  
本研究では，AOT の変動に伴う炉心損傷リスクとして待機除外による安全機能を
有する設備・系統のアンアベイラビリティの減少が考慮されている。しかし，通常
運転時に起動している設備・系統の多重性低下は原子炉自動トリップの発生頻度を
増大させる要因となり，これらを適切に評価することが望ましい。  
原子炉自動トリップ発生頻度の増大とはすなわち起因事象の発生頻度が増大する
ことを意味し，これによる炉心損傷リスクの増大は待機除外による安全機能を有す
る設備・系統のアンアベイラビリティの減少に伴う炉心損傷リスクの増大と比較す
ると無視できる要因とはならず，さらに売電収入の低下によるコストなどを考慮す
ると総合的に有意であると考えられる。  
本研究では PSA 上モデル化されている設備・系統を評価対象としたが，通常運転
時に起動している設備・系統を評価対象に含める手法として，第 2 章で述べた原子
炉トリップ発生頻度のフォールトツリーを現状の PSA 解析モデルに融合することが
考えられる。これにより，現状の起因事象をさらに設備・系統単位まで精緻化され
たモデルを構築され，評価対象となる設備・系統の拡大とその影響を評価できると
考えられる。  
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略語表 
 
AM：Accident Management 
AOT：Allowed Outage Time  
ASP：Accident Sequence Precursor  
ATWS：Anticipated Trangent Without Scram  
BCR：Backup Control Rod  
CDF：Core Damage Frequency 
CDP：Conditional Core Damage Probability  
EDG：Emergency Diesel Generator  
EV：Evaporator  
HCR：Human Cognitive Reliability  
HEP：Human Error Probability  
ICCDP：Incremental Conditional Core Damage Probability 
ICLERP：Incremental Conditional Large Early Release Probability  
IHX：Intermediate Heat eXchanger  
LCO：Limiting Condition of Operation  
MLD：Master Logic Diagram  
OLM：On-Line Maintenance  
PHRA：Probabilistic Human Reliability Assessment  
PHTS：Primary Heat Transport System  
PSA：Probabilistic Safety Assessment 
PSR：Periodic Safety Review  
RHR：Residual Heat Removal system  
RIR：Risk Informed Regulation  
SH：Super Heater  
SHTS：Secondary Heat Transport System  
SsL：System sodium Level  
STS：Standard Technical Specification  
THERP：Technique for Human Error Rate Predictions  
TRC：Time Reliability Correlation  
TS：Technical Specifications  
ULOF：Unprotected Loss of Flow  
ULOHS：Unprotected Loss of Heat Sink  
ULOPI：Unprotected Loss of Piping Integrity  
UTOP：Unprotected Transient Overpower  
WSS：Water and Steam System 
